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平成１８年３月３１日 

 

 

各 都道府県知事  殿 

 

 

                     厚生労働省医政局長 

 

 

医療法人の附帯業務の見直しについて 

 

 

平成１７年６月２９日付けで公布された介護保険法等の一部を改正する法律（平成

１７年法律第７７号。以下「改正介護保険法」という。）のうち、予防重視型システ

ムへの転換、新たなサービス体系の確立に関する規定については、平成１８年４月１

日から施行される予定であり、また、平成１７年１１月７日付けで公布された障害者

自立支援法（平成１７年法律第１２３号）のうち、施設体系・事業体系の見直しに関

する規定の一部については、平成１８年４月１日から施行される予定であるが、両法

律の施行に伴い、厚生労働大臣の定める医療法人が行うことができる社会福祉事業の

一部を改正する件（平成１８年厚生労働省告示第２９５号。以下「改正告示」とい

う。）が平成１８年３月３１日に告示され、平成１８年４月１日から適用することと

されたところである。 

これら法律の施行及び改正告示の適用に併せて、医療法人の附帯業務のうち、保健

衛生に関する業務（医療法（昭和２３年法律第２０５号）第４２条第１項第６号）及

び社会福祉事業（同項第７号）の範囲に関し、下記のとおり改正するので、介護保険

担当部局、障害福祉担当部局及び各市町村等と連携を図り、適正な運用に努められた

い。 

なお、障害者自立支援法のうち、平成１８年１０月１日施行の規定については、別

途、医療法人の附帯業務に関する告示改正及び通知改正を行う予定であることを申し

添える。 

 

記 

 

第一 改正の趣旨 

 

改正介護保険法及び障害者自立支援法の施行に伴い、社会福祉法（昭和２６年法

律第４５号）第２条第３項に規定する第二種社会福祉事業が見直されることを受け

て、医療法第４２条第１項第７号に基づく告示（厚生労働大臣の定める医療法人が

行うことができる社会福祉事業（平成１０年厚生省告示第１５号。以下「告示」と

いう。））について必要な見直しを行うとともに、介護予防サービス等の新しいサ

ービスを医療法人の附帯業務として医療法第４２条第１項第６号に規定する保健衛

生に関する業務に位置付けることにより、医療法人において、医療と介護・福祉の
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連携の推進に寄与することができるようにすること。 

併せて、従前から解釈上、医療法人の附帯業務として位置付けてきている助産所

等の事業について、保健衛生に関する業務に当たることを明確にすること。 

 

第二 改正の内容及び留意事項 

 

１ 附帯業務の改正の内容 

 

医療法人の附帯業務として、(1)から(6)までに掲げるとおり見直すこととし、

平成１８年４月１日より適用すること。 

 

(1) 改正介護保険法の施行に伴い、医療法人の附帯業務として次のア及びイに掲

げる事業（以下「介護予防サービス事業等」という。）を追加すること。 

なお、介護予防サービス事業等の実施にあたっては、それぞれ各サービスを

行う事業所ごとに、改正後の介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「介

護保険法」という。）第７８条の２第１項の規定に基づく指定地域密着型サー

ビス事業者の指定、第１１５条の２第１項の規定に基づく指定介護予防サービ

ス事業者の指定、第１１５条の１１第１項の規定に基づく指定地域密着型介護

予防サービス事業者の指定若しくは第１１５条の２０第１項の規定に基づく指

定介護予防支援事業者の指定（以下「指定介護予防サービス事業者等の指定」

という。）又は市町村の委託を受けることが必要であること。 

 

ア 改正後の老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）にいう小規模多機能型

居宅介護事業（別添１改正告示参照） 

なお、介護保険法にいう夜間対応型訪問介護、介護予防訪問介護、認知症

対応型通所介護、介護予防通所介護、介護予防認知症対応型通所介護、介護

予防短期入所生活介護、介護予防認知症対応型共同生活介護の各サービスに

ついては、告示第２号に該当するものであること。 

 

イ 介護保険法にいう次に掲げる事業 

 

(ｱ) 介護予防サービス事業（ただし、介護予防サービスのうち､介護予防特定

施設入居者生活介護についてはケアハウスに限る。） 

なお、介護予防サービスのうち、介護予防訪問看護（訪問看護ステーシ

ョンを除く。）、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防居宅療養管

理指導、介護予防通所リハビリテーション、介護予防短期入所療養介護に

ついては、医療法人制度上は医療法人の本来業務として整理されるもので

あること。 

 

(ｲ) 介護予防支援事業 

 

(ｳ) 地域密着型サービス事業（ただし、地域密着型サービスである地域密着
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型特定施設入居者生活介護のうち、ケアハウスに限る。） 

 

(ｴ) 地域支援事業及び保健福祉事業（いずれも、市町村の委託を受けて行う

場合に限る。） 

 

(2) 改正介護保険法の施行により地域支援事業が創設されることに伴い、介護予

防・地域支え合い事業が廃止されることから、医療法人の附帯業務から次の事

業を削除すること。 

 

介護予防・地域支え合い事業のうち高齢者等の生活支援事業（訪問理美容サ

ービス事業を除く）、介護予防・生きがい活動支援事業及び在宅介護支援事業 

 

(3) 障害者自立支援法の施行に伴い、医療法人の附帯業務として次の事業を追加

すること。（別添１改正告示参照） 

なお、障害福祉サービス事業の実施にあたっては、障害者自立支援法第２９

条第１項の規定に基づく指定障害福祉サービス事業者の指定を受けることが必

要であること。 

また、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３

号）に規定する精神障害者居宅生活支援事業は障害福祉サービス事業に包括さ

れること。 

 

障害者自立支援法にいう障害福祉サービス事業（同法附則第８条第２項の規

定により障害福祉サービス事業とみなされた事業を含む。） 

 

(4) 障害者自立支援法の施行に伴い、(3)の障害福祉サービス事業に包括されるこ

ととなることから、次のアからウまでに掲げる事業を削除すること。（別添１

改正告示参照） 

 

ア 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）にいう児童居宅介護等事業、児

童デイサービス事業、児童短期入所事業 

 

イ 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）にいう身体障害者居宅介

護等事業、身体障害者デイサービス事業、身体障害者短期入所事業 

 

ウ 知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）にいう知的障害者居宅介護

等事業、知的障害者短期入所事業、知的障害者地域生活援助事業、知的障害

者の更生相談に応ずる事業（平成３年９月３０日児発第８３２号厚生省児童

家庭局長通知「在宅知的障害者デイサービス事業の実施について」による在

宅知的障害者デイサービス事業に限る。） 

 

(5) 前記(1)、(3)及び(4)を受けて、「医療法人の附帯業務の拡大について」（平

成１７年３月３０日医政発第０３３０００２号厚生労働省医政局長通知）にお
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いて拡大された附帯業務（有償移送行為）の内容について見直すこと。 

 

(6) 従前から解釈上、医療法人の附帯業務として位置付けてきている助産所（医

療法第２条）、歯科技工所（歯科技工士法（昭和３０年法律第１６８号）第２

条第３項）及び福祉用具専門相談員指定講習（介護保険法施行令等の一部を改

正する政令（平成１８年３月３１日政令第１５４号）による改正後の介護保険

法施行令（平成１０年政令第４１２号）第３条の２第１項第１０号に規定する

講習をいう。）について、保健衛生に関する業務に当たることを明確にするこ

と。 

 

２ 留意事項 

 

(1) 医療法人が新たに１に掲げる事業を行う場合又は削除される事業について現

に附帯業務として行っている場合にあっては、医療法第４２条第１項の規定に

基づき当該医療法人の定款又は寄附行為（以下「定款等」という。）に規定さ

れる当該附帯業務を行う事業所の名称又は事業名称について同法第５０条の規

定に基づく変更の認可が必要となること。 

また、定款等の変更認可の申請は、医療法施行規則（昭和２３年厚生省令第

５０号）第３２条第３項の規定により行うこと。 

 

(2) 医療法人が既に介護保険法第７０条第１項の規定に基づく指定居宅サービス

事業者等の指定を受け、附帯業務を行うことについて認可を受けている事業所

において､新たに１に掲げる事業を行う場合（地域支援事業、保健福祉事業及び

削除される事業を除く。）については、定款等の変更は不要であるが、各医療

法人の定款等の実態に即して、個別具体的に判断されたいこと。 

 

(3) (1)及び(2)に関わらず、新たに事業所を設置して実施する場合又は新たに地

域支援事業若しくは保健福祉事業について市町村の定める条例に従い委託を受

けて実施する場合については、定款等の変更が必要であるとともに、委託事業

の実施にあたっては、医療法人の非営利性に鑑み、条例及び委託契約書の契約

内容に違反又は抵触することのないよう特に留意が必要であること。 

また、地域支援事業及び保健福祉事業については、委託を受ける市町村名及

び具体的な事業名称（例；○○市の委託を受けて行う健康づくり事業（介護保

険法にいう保健福祉事業））を定款等に記載する必要があること。 

 

(4) 介護予防サービス事業等の医療法人制度上の取扱いについては、別添２を参

考に定款等の変更手続の指導を行われたいこと。 

 

(5) 障害福祉サービス事業についても、(1)から(3)までを参考に定款等の変更手

続の指導を行われたいこと。 

なお、障害者自立支援法附則第８条第２項の規定により、平成１８年９月３

０日までの間、障害福祉サービス事業とみなされる事業については、平成１８
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年４月１日の施行時点における同法の規定に基づく事業名等への変更に係る定

款等の変更手続は不要であること。 

 

(6) 定款等の変更手続は、原則として、指定介護予防サービス事業者等の指定、

地域支援事業等の市町村の委託又は指定障害福祉サービス事業者の指定を受け

る前に行うことが必要であること。 

なお、医療法人において、各事業の指定手続又は市町村の委託手続と定款等

の変更手続とを並行して執り行う場合においては、各手続の進捗状況に伴い、

定款等の変更認可日が後れることはやむを得ないこと。 

 

第三 その他 

 

１ 「病院又は老人保健施設等を開設する医療法人の運営管理指導要綱の制定につ

いて」（平成２年３月１日健政発第１１０号厚生省健康政策局長通知）別添「医

療法人運営管理指導要綱」の一部を別添３の新旧対照表のとおり改正する。 

 

２ 「医療法人の附帯業務の拡大について」（平成１６年３月３１日医政発第０３

３１００７号厚生労働省医政局長通知）の一部を別添４の新旧対照表のとおり改

正する。 

 

３ 「医療法人の附帯業務の拡大について」（平成１７年３月３０日医政発第０３

３０００２号厚生労働省医政局長通知）の一部を別添５の新旧対照表のとおり改

正する。 

 

４ 介護予防サービス事業等、障害福祉サービス事業の実施にあたっては、改正介

護保険法、障害者自立支援法並びに関係法令を参考に遺漏なきよう指導されたい。 
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改正後の介護保険制度における各サービス・事業の位置付け （別添２）

「医療法人」欄の説明・・・「本来」本来業務、「告示」平成10年厚生省告示第15号、「保健」保健衛生に関する業務、「空欄」は不可であることを示す。

　「網掛け」が今回の見直し部分

社会福祉法 老人福祉法 医療法人 備考

養護老人ホーム

特別養護老人ホーム 施設サービス

軽費老人ホーム（注） 保健 （注）ケアハウスのみ可

居宅サービス事業 訪問介護 告示

地域密着型サービス事業

介護予防サービス事業 介護予防訪問介護

居宅サービス事業 通所介護 告示

地域密着型サービス事業

介護予防サービス事業 介護予防通所介護

地域密着型介護予防サービス事業

居宅サービス事業 告示

介護予防サービス事業 告示

地域密着型サービス事業

地域密着型介護予防サービス事業

地域密着型サービス事業 告示

地域密着型介護予防サービス事業 告示

老人デイサービスセンター 告示

老人短期入所施設 告示

老人福祉センター 　

老人介護支援センター 告示

告示

告示

告示

介護予防認知症対応型共同生活介護

介護保険法

短期入所生活介護

介護福祉施設サービス

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

介護予防認知症対応型通所介護

老人デイサービス事業

老人短期入所事業

認知症対応型老人共同生活援助事業

小規模多機能型居宅介護事業

認知症対応型共同生活介護

介護予防短期入所生活介護

小規模多機能型居宅介護

第一種社会
福祉事業

第
二
種
社
会
福
祉
事
業

老人居宅介護等事業

介護予防小規模多機能型居宅介護
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改正後の介護保険制度における各サービス・事業の位置付け
「医療法人」欄の説明・・・「本来」本来業務、「告示」平成10年厚生省告示第15号、「保健」保健衛生に関する業務、「空欄」は不可であることを示す。

　「網掛け」が今回の見直し部分

社会福祉法 老人福祉法 医療法人 備考

訪問入浴介護

居宅療養管理指導

保健 （注）ケアハウスのみ可

福祉用具貸与 保健

特定福祉用具販売 保健

保健

保健 （注）ケアハウスのみ可

保健

保健 （注）ケアハウスのみ可

　
　
社
会
福
祉
事
業
以
外 本来

保健

本来

保健

介護予防支援事業

保健

地域密着型特定施設入居者生活介護（注）

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

介護予防訪問入浴介護

介護予防訪問リハビリテーション

介護予防居宅療養管理指導

介護予防短期入所療養介護

介護予防特定施設入居者生活介護（注）

介護予防福祉用具貸与

特定介護予防福祉用具販売

介護予防訪問看護（訪問看護ステーションに限る。）

介護予防サービス事業

通所リハビリテーション

短期入所療養介護

特定施設入居者生活介護（注）

介護予防通所リハビリテーション

介護予防訪問看護（訪問看護ステーションを除く。）

訪問看護（訪問看護ステーションに限る。）

訪問看護（訪問看護ステーションを除く。）

居宅サービス事業

地域密着型サービス事業

居宅介護支援事業

訪問リハビリテーション

介護保険法
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改正後の介護保険制度における各サービス・事業の位置付け
「医療法人」欄の説明・・・「本来」本来業務、「告示」平成10年厚生省告示第15号、「保健」保健衛生に関する業務、「空欄」は不可であることを示す。

　「網掛け」が今回の見直し部分

社会福祉法 老人福祉法 医療法人 備考

介護予防事業

介護予防ケアマネジメント事業

総合相談支援事業

権利擁護事業

包括的・継続的マネジメント事業

任意事業

保健 （注）市町村から委託を受けて行う場合のみ可

　
　
社
会
福
祉
事
業
以
外

本来

保健包括的支援事業地域支援事業（注）

介護保健施設サービス

介護療養施設サービス

保健福祉事業（注）

介護保険法

（注）市町村から委託を受けて行う場合のみ可

施設サービス

- 3 -



1 

○「病院又は老人保健施設等を開設する医療法人の運営管理指導要綱の制定について」（平成２年３月１日健政発第１１０号） 
別添「医療法人運営管理指導要綱」、「Ⅱ 業務」、「２ 附帯業務」の備考欄 

新 旧 
  

・医療法第 42 条第１項 

・その開設する病院、診療所及び介護老人保健施設の業務に支障のな

い限り、定款又は寄附行為の定めるところにより、以下の業務の全

部又は一部を行うことができる。 

①～⑥ （略） 

・「①から④までに掲げるもののほか、保健衛生に関する業務」とは、

保健衛生上の観点から行政庁が行う規制の対象となる業務のすべ

てをいうものではなく、直接国民の保健衛生の向上を主たる目的と

して行われる業務であり、以下の業務について認められている（昭

和 42 年４月１日医発第 432 号局長回答参照）。 

①～⑨ （略） 

 

（削る） 

 

 

 

⑩ 介護保険法（平成９年法律第１２３号）にいう訪問介護、通所

介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療

養介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、介護

予防訪問介護、介護予防通所介護、介護予防通所リハビリテーシ

ョン、介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介護、

・医療法第 42 条第１項 

・その開設する病院、診療所及び介護老人保健施設の業務に支障のな

い限り、定款又は寄附行為の定めるところにより、以下の業務の全 

部又は一部を行うことができる。 

①～⑥ （略） 

・「①から④までに掲げるもののほか、保健衛生に関する業務」とは、

保健衛生上の観点から行政庁が行う規制の対象となる業務のすべ

てをいうものではなく、直接国民の保健衛生の向上を主たる目的と

して行われる業務であり、以下の業務について認められている（昭

和 42 年４月１日医発第 432 号局長回答参照）。 

①～⑨ （略） 

 

⑩ 介護予防・地域支え合い事業のうち高齢者等の生活支援事業 

（訪問理美容サービス事業を除く)、介護予防・生きがい活動支

援事業及び在宅介護支援事業 

 

⑪ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）にいう児童居宅介 

護等事業、児童デイサービス事業及び児童短期入所事業、介護保

険法（平成９年法律第１２３号）にいう訪問介護、通所介護、通

所リハビリテーション、短期入所生活介護及び短期入所療養介

護、身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）にいう身体

（別添３） 



2 

介護予防認知症対応型通所介護又は介護予防小規模多機能型居

宅介護若しくは障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）

にいう障害福祉サービス事業（同法附則第８条第２項の規定によ

り障害福祉サービス事業とみなされた事業を含む。）と連続して、

又は一体としてなされる有償移送行為であって次に掲げるもの 

ア～ウ （略） 

 

⑪ 介護保険法にいう居宅サービス事業、居宅介護支援事業、介護

予防サービス事業、介護予防支援事業、地域密着型サービス事業、

地域支援事業及び保健福祉事業のうち平成１８年３月３１日医

政発第０３３１００１号局長通知別添２において「保健衛生に関

する業務」とされているもの 

 

⑫ 助産所 

⑬ 歯科技工所 

⑭ 福祉用具専門相談員指定講習 

障害者居宅介護等事業、身体障害者デイサービス事業又は身体障

害者短期入所事業若しくは知的障害者福祉法（昭和３５年法律第

３７号）にいう知的障害者居宅介護等事業、知的障害者デイサー

ビス事業又は知的障害者短期入所事業と連続して、又は一体とし

てなされる有償移送行為であって次に掲げるもの 

ア～ウ （略） 
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○「医療法人の附帯業務の拡大について」（平成１６年３月３１日医政発第０３３１００７号） 
新 旧 

 

第二 改正の内容及び留意事項 

１ 附帯業務として追加される業務 

医療法人の附帯業務として、次に掲げるものを追加することと

し、平成１６年３月３０日より、実施しうるものとしたこと。 

(1) 次世代育成支援対策の推進にかかるもの 

ア～イ （略） 

(2) 在宅介護の推進にかかるもの 

   ア 削除 

 

 

第二 改正の内容及び留意事項 

１ 附帯業務として追加される業務 

医療法人の附帯業務として、次に掲げるものを追加することと

し、平成１６年３月３０日より、実施しうるものとしたこと。 

(1) 次世代育成支援対策の推進にかかるもの 

ア～イ （略） 

(2) 在宅介護の推進にかかるもの 

ア 介護予防・地域支え合い事業（「介護予防・地域支え合い

事業の実施について」（平成１３年５月２５日老発第２１３

号、厚生労働省老健局長通知）に規定するもの）のうち次に

掲げるもの（別添３参照）） 

(ア) 高齢者等の生活支援事業（同通知、別記１（１）） 

（訪問理美容サービス事業（同通知、別記１（１）オ（オ））

を除く。） 

(イ) 介護予防・生きがい活動支援事業（同通知、別記１

（２）） 

(ウ) 在宅介護支援事業（同通知、別記１（４）） 

 

 

 

  

  

 

（別添４） 
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○「医療法人の附帯業務の拡大について」（平成１７年３月３０日医政発第０３３０００２号） 
新 旧 

  
第２ 改正の内容及び留意事項 

 

 １ 附帯業務として追加される業務 

医療法人の附帯業務として、次に掲げるものを追加することと

し、平成１７年４月１日より、実施することができるものとした

こと。 

  ○  在宅介護の推進にかかるもの 

    介護保険法（平成９年法律第１２３号）にいう訪問介護、通

所介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護、短期入

所療養介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、

介護予防訪問介護、介護予防通所介護、介護予防通所リハビリ

テーション、介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療

養介護、介護予防認知症対応型通所介護又は介護予防小規模多

機能型居宅介護若しくは障害者自立支援法（平成１７年法律第

１２３号）にいう障害福祉サービス事業（同法附則第８条第２

項の規定により障害福祉サービス事業とみなされた事業を含

む。）と連続して、又は一体としてなされる有償移送行為であ

って次に掲げるもの 

     ア～ウ （略） 

 

２ 定款等の変更 

(1) 医療法人が新たに１に掲げる事業を行う場合にあっては、

第２ 改正の内容及び留意事項 

 

 １ 附帯業務として追加される業務 

医療法人の附帯業務として、次に掲げるものを追加することと

し、平成１７年４月１日より、実施することができるものとした

こと。 

  ○  在宅介護の推進にかかるもの 

    児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）にいう児童居宅介

護等事業、児童デイサービス事業及び児童短期入所事業、介護

保険法（平成９年法律第１２３号）にいう訪問介護、通所介護、

通所リハビリテーション、短期入所生活介護及び短期入所療養

介護、身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）にいう

身体障害者居宅介護等事業、身体障害者デイサービス事業又は

身体障害者短期入所事業若しくは知的障害者福祉法（昭和３５

年法律第３７号）にいう知的障害者居宅介護等事業、知的障害

者デイサービス事業又は知的障害者短期入所事業と連続して、

又は一体としてなされる有償移送行為であって次に掲げるも

の 

     ア～ウ （略） 

 

２ 定款等の変更 

(1) 医療法人が新たに１に掲げる事業を行う場合にあっては、

（別添５） 
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医療法第４２条第１項の規定に基づき、当該医療法人の定款又

は寄附行為において規定する必要があることから、医療法第５

０条の規定に基づき、その変更が必要となること。 

なお、定款又は寄附行為の変更に当たっては関係運輸局等と

連携を図り、適正な運用に努められたい。 

(2)～(3) （略） 

 

第３ 関連する通知の改正 

 

削除 

医療法第４２条第１項の規定に基づき、当該医療法人の定款又

は寄附行為において規定する必要があることから、医療法第５

０条の規定に基づき、その変更が必要となること。 

なお、定款変更に当たっては関係陸運局等と連携を図り、適

正な運用に努められたい。 

(2)～(3) （略） 

 

第３ 関連する通知の改正 

 

上記改正に伴い、「病院又は老人保健施設等を開設する医療法人

の運営管理指導要綱の制定について」（平成２年３月１日健政発第

１１０号厚生省健康政策局長通知）別添の「医療法人運営管理指導

要綱」、「Ⅱ 業務」、「２ 附帯業務」の備考中、 

「⑪ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）にいう児童居宅介

護等事業、児童デイサービス事業及び児童短期入所事業、介護

保険法（平成９年法律第１２３号）にいう訪問介護、通所介護、

通所リハビリテーション、短期入所生活介護及び短期入所療養

介護、身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）にいう

身体障害者居宅介護等事業、身体障害者デイサービス事業又は

身体障害者短期入所事業若しくは知的障害者福祉法（昭和３５

年法律第３７号）にいう知的障害者居宅介護等事業、知的障害

者デイサービス事業又は知的障害者短期入所事業と連続して、

又は一体としてなされる有償移送行為であって次に掲げるも

の 

ア 道路運送法（昭和 26 年法律第 183 号）第４条第１項の規

定による一般旅客自動車運送事業 
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イ 道路運送法第 43 条第１項の規定による特定旅客自動車運

送事業 

ウ 道路運送法第 80 条第１項の規定による自家用自動車有償

運送」 

を追加し、平成１７年４月１日より適用するものとする（別添２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 



【参考；改正後全文】 

健政発第１１０号 

平成２年３月１日 

最終改正 医政発第０３３１００１号 

平成１８年３月３１日 

 

 

 

各 都道府県知事  殿 

 

 

 

                      厚生省健康政策局長 

 

 

 

病院又は老人保健施設等を開設する医療法人の運営管理指導要綱の制定について 

 

 

 

医療法人の運営管理の指導については、かねてから格段の御配意を煩わしているところで

あるが、医療法人制度の普及及び変遷とともに、その果たすべき役割も一層大きなものとな

っている。 

いうまでもなく、医療法人は非営利性を明確に示した組織であり、あくまで健全な医療事

業の経営と適切な法人運営を維持することによって、適正な医療の供給体制を構築すること

が要請される。このことは、何よりも自らの不断の努力によるべきものではあるが、同時に

十分な指導監督も肝要である。 

今般、都道府県において医療法人の指導を行うに当たって支障を生じないようにするため、

従来の医療法人に関する指導、通達等を編集、整理し、「医療法人運営管理指導要綱」を別

添のとおり制定することとしたので、医療法人の指導監督に当たっては十分留意するととも

に適正な法人運営の確保について特段の配意を願いたい。 

なお、この指導要綱は、病院又は老人保健施設等を開設する医療法人について適用するも

のであり、いわゆる一人医師医療法人(医師又は歯科医師が常時一人又は二人勤務する診療

所を開設しようとする社団又は財団の医療法人)については、病院又は老人保健施設等を開

設する医療法人の運営とは異なることから、また、施行後まだ短時日でもあることから当該

要綱は対象としないので留意されたい。 
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別 添 

医療法人運営管理指導要綱 
 

項   目 運営管理指導要綱 備     考 

Ⅰ 組織運営 

１ 定款・寄附行為 

 

 

 

 

２ 役員  

 (１) 定数・現員 

        

        

        

        

        

        

 

 

     

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

           

        

        

        

        

        

        

        

        

        

(２) 選任・任期 

        

        

       

 

１ モデル定款・寄附行為に準拠し

ていること。  

２ 定款又は寄附行為の変更が所要

の手続きを経て行われているこ

と。 

 

１ 役員名簿の記載及び整理が適正

に行われていること。      

             

             

             

             

             

             

２ 役員に変更があった場合は、そ

の都度、都道府県知事又は主たる

事務所の所在地を管轄する地方厚

生局長に届出がなされているこ

と。 

             

３ 役員として理事３人以上、監事

１人以上を置いていること。 

  また、３人未満の理事を置く場

合は都道府県知事の認可を得てい

ること。          

             

             

             

             

４ 役員の定数は、事業規模等の実

態に即したものであること。    

５ 役員の欠員が生じていないこ

と。               

             

             

             

             

             

１ 役員の選任手続きが、定款又は

寄附行為の定めに従い行われてい

ること。 

２ 選任関係書類が整備されている

こと。     

              

・モデル定款・寄附行為とは、昭和

61年６月26日健政発第410号健康

政策局長通知(以下､「61年局長通

知」という｡)中定款・寄附行為例

をいう。  

              

・役員名簿の記載事項は次のとおり

 ① 役職名 

 ② 氏 名        

 ③ 生年月日（年齢）   

 ④ 性 別        

 ⑤ 住 所        

 ⑥ 職 業        

 ⑦ 現就任年月日・任期  

・医療法施行令第５条の８ 

・添付書類        

 ① 就任承諾書      

 ② 履歴書        

・適正に選任されていることを確認

することを要する。 

・医療法第46条の２第１項  

・61年局長通知       

・理事３人未満の都道府県知事の認

可は、医師、歯科医師が常時１人

又は２人勤務する診療所を一か所

のみ開設する医療法人に限る。 

その場合であっても、可能な限

り、理事２人を置くことが望まし

い。      

 

              

・医療法第49条においては、理事の

うちその５分の１を超えるものが

欠けた場合は、１月以内に補充し

なければならないとされている

が、１名でも欠員が生じた場合に

は、速やかに補充が行われるのが

望ましいこと。 

・社員総会又は評議員会で適正に決

議されていること。 

（モデル定款・寄附行為） 

・選任関係書類は、次のとおりであ

る 
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(３) 適格性 

        

        

        

        

        

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (４) 代表者 

（理事長） 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 役員の任期が明確になっている

こと。なお、補欠の役員の任期

は、前任者の残任期間であるこ

と。          

４ 任期の切れている役員がいない

こと。    

１ 欠格事由に該当していないこ

と。              

                 

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

                 

１ 当該法人の代表権は、理事長に

のみ与えられていること。 

 

２ 理事長の職務履行ができない場

合の規定が定款又は寄附行為に定

められていること。      

３ 理事長は医師又は歯科医師の理

事の中から選出されていること。

４ 医師又は歯科医師でない理事の

うちから理事長を選出する場合は

都道府県知事又は主たる事務所の

所在地を管轄する地方厚生局長の

認可を得ていること。      

                 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 社員総会議事録又は評議員会

議事録  

 ② 就任承諾書 

 ③ 履歴書   

・モデル定款・寄附行為では、役員

の任期は２年とされている。   

              

              

              

 

・医療法第46条の２第２項  

・欠格事由         

 ① 成年被後見人又は被保佐人 

 ② 医療法、医師法等医事に関す

る法令の規定により罰金以上の

刑に処せられ、その執行を終わ

り、又は執行を受けることがな

くなった日から起算して２年を

経過しない者 

 ③ ②に該当する者を除くほか、

禁錮以上の刑に処せられ、その

執行を終わり、又は、執行を受

けることがなくなるまでの者 

・医療法人と関係のある特定の営利

法人の役員が理事長に就任した

り、役員として参画していること

は、非営利性という観点から適当

でないこと。 

・医療法第46条の３第３項 

・定款・寄附行為に明確に規定され

ていること。    

・医療法第46条の３第４項 

                

              

・医療法第46条の３第１項  

                

・医療法第46条の３第１項  

・医師、歯科医師でない理事のうち

から選任することができる場合は

以下のとおりである。 

① 理事長が死亡し、又は重度の傷

病により理事長の職務を継続する

ことが不可能となった際に、その

子女が医科又は歯科大学（医学部

又は歯学部）在学中か、又は卒業

後、臨床研修その他の研修を

終えるまでの間、医師又は歯科医

師でない配偶者等が理事長に就任

しようとする場合 
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(５) 理事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(６) 監事  

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 理事長は、各理事の意見を十分

に尊重し、理事会の決定に従って

法人運営及び事業経営を行ってい

ること。  

１ 当該法人が開設する病院等の管

理者はすべて理事に加えられてい

ること。          

２ 管理者を理事に加えない場合は

都道府県知事又は主たる事務所の

所在地を管轄する地方厚生局長の

認可を得ていること。      

             

             

             

３ 実際に法人運営に参画できない

者が名目的に選任されていること

は適当でないこと。      

１ 理事、評議員及び法人の職員を

兼任していないこと。 

また、他の役員と親族等の特殊

の関係がある者ではないこと。 

２ 理事の業務執行の状況、当該法

人の財産の状況特に当該法人の事

業報告書、財産目録、貸借対照表

及び損益計算書について十分な監

査が行われていることが望ましい

こと。          

３ 監査を行った場合には、監査報

告書が作成され、社員総会、理事

会及び評議員会に報告後、法人に

おいて保存されていることが望ま

しいこと。 

４ 法人の適正な会計管理等を行う

観点からも内部監査機構の確立を

図ることが重要である。 

  また、病院又は介護老人保健施

② 次に掲げるいずれかに該当する

医療法人 

イ 特定医療法人又は特別医療法

人 

 ロ 地域医療支援病院を経営して

いる医療法人 

 ハ 財団法人日本医療機能評価機

構が行う病院機能評価による認

定を受けた医療機関を経営して

いる医療法人 

③ 候補者の経歴、理事会構成等を

総合的に勘案し、適正かつ安定的

な法人運営を損なうおそれがない

と都道府県知事が認めた医療法人 

 

 

 

 

・医療法第47条第１項  

 

 

・医療法第47条第１項 

・61年局長通知       

・管理者を理事に加えないことがで

きる場合は、多数の病院等を開設

する医療法人で、離島等法人の主

たる事務所から遠隔地にある病院

等の管理者の場合である。 

                

              

 

・医療法第48条       

              

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特に負債１００億円以上の医療法
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(７) 評議員（財

団たる医療法

人） 

３ 社員（社団たる

医療法人） 

 (１) 現員 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 入社・退社  

       

       

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 会 議 

(１) 開催状況 

        

 

 

 

 

 

設等を開設する医療法人の監査に

ついては外部監査が行われること

が望ましい。   

５ 実際に法人監査業務を実施でき

ない者が名目的に選任されている

ことは適当でなく財務諸表を監査

しうる者を選任すること。    

１ 評議員としての職務を行使でき

ない者が名目的に選任されている

ことは適当でないこと。      

                 

             

１ 社員名簿の記載及び整理が適正

に行われていること。      

             

             

             

             

             

             

             

             

２ 社員は社員総会において法人運

営の重要事項についての議決権及

び選挙権を行使する者であり、実

際に法人の意思決定に参画できな

い者が名目的に社員に選任されて

いることは適正でないこと。 

             

             

 

１ 社員の入社については社員総会

で適正な手続きがなされ、承認を

得ていること。        

２ 社員の退社については定款上の

手続きを経ていること。     

３ 社員の入社及び退社に関する書

類は整理保管されていること。  

４ 社員の出資持分の決定、変更及

び払戻しについては適正な出資額

の評価に基づいて行われているこ

と。        

             

１ 開催手続きが、定款又は寄附行

為の定めに従って行われているこ

と。  

 

             

２ 社員総会、理事会及び評議員会

(以下､「会議」という｡)は定款又

人については、公認会計士又は監

査法人による監査あるいは指導を

受けることが望ましいこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・社員名簿の記載事項は次のとおり

 ① 氏名         

 ② 生年月日（年齢）   

 ③ 性別         

 ④ 住所         

 ⑤ 職業         

 ⑥ 入社年月日（退社年月日）  

 ⑦ 出資額        

 ⑧ 持分の定めがある医療法人の

場合は持分割合  

・未成年者でも、自分の意思で議決

権が行使できる程度の弁別能力を

有していれば（義務教育終了程度

の者）社員となることができる。

・相続等により出資持分の払戻し請

求権を得た場合であっても、社員

としての資格要件を備えていない

場合は社員となることはできな

い。 

              

              

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・招集権者である理事長が会議を招

集していること。 

・会議の開催通知は期日の少なくと

も５日前に文書で行われているこ

と。 
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(２) 審議状況 

        

        

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

は寄附行為に定められた時期及び

必要な時期に開催されているこ

と。   

３ 定款又は寄附行為の変更のため

の社員総会又は理事会、予算・決

算の決定のための社員総会又は理

事会の外社員総会及び理事会の議

決を要する事項がある場合、その

他事業運営の実態に即し、必要に

応じて社員総会又は理事会が開催 

されていること。 

１ 会議は定款又は寄附行為に定め

られた定足数を満たして有効に成

立していること。       

２ 定款又は寄附行為により会議の

議決事項とされている事項につい

て適正に決議されていること。 

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

  

                 

３ 議決が定款又は寄附行為の定め

に従って、有効に成立しているこ

と。  

４ 議決には、その議案に対する利

害関係者が加わっていないこと。

５ 議決権の委任については、書面

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・社員総会の議決事項    

① 定款の変更 

② 基本財産の設定及び処分（担

保提供を含む。)  

③ 毎事業年度の事業計画の決定

及び変更    

④ 収支予算及び決算の決定 

⑤ 剰余金又は損失金の処理 

⑥ 借入金額の最高限度の決定 

⑦ 社員の入社及び除名  

⑧ 本社団の解散     

⑨ 他の医療法人との合併契約の

締結      

⑩ その他重要な事項 

・財団たる医療法人の理事会の議決

事項及び評議員会への諮問事項 

 ① 寄附行為の変更    

 ② 基本財産の設定及び処分（担

保提供を含む。) 

 ③ 毎事業年度の事業計画の決定

及び変更     

 ④ 収支予算及び決算の決定 

 ⑤ 剰余金又は損失金の処理 

 ⑥ 借入金額の最高限度の決定 

 ⑦ 本財団の解散     

 ⑧ 他の医療法人との合併契約の

締結 

 ⑨ その他重要な事項 

（社団たる医療法人の場合に準

用する。)          

              

              

 

 

 

 



 

 - 6 - 

 

 

(３) 記録  

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 業務    

１ 業務一般  

        

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 附帯業務  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

により会議の構成員に対して適正

に行われていること。 

１ 会議開催の都度、議事録は正確

に記録され、保存されているこ

と。      

 

             

             

             

             

             

                 

１ 定款又は寄附行為に記載されて

いる業務が行われていること。  

             

             

             

             

             

２ 定款又は寄附行為に記載されて

いない業務を行っていないこと。

             

             

             

             

１ 附帯業務の経営により、医療事

業等主たる事業の経営に支障を来

たしていないこと。        

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

 

 

・議事録記載事項は次のとおり 

① 開催年月日及び開催時刻 

② 開催場所       

③ 出席者氏名（定数） 

④ 議案         

 ⑤ 議案に関する発言内容 

 ⑥ 議案に関する表決結果 

 ⑦ 議事録署名人の署名、署名年

月日       

 

・業務を停止している事実があると

きは、その措置について法人側の

方針を確かめた上、その具体的な

是正の方法について報告を求める

とともに、廃止する場合は速やか

に定款変更等の手続きを行わせる

こと。    

・定款等に記載されていない業務を

行っている場合は、その措置につ

いて法人側の方針を確かめた上、

必要に応じてその業務の中止を指

導、定款変更等の手続きを行わせ

ること。      

・医療法第42条第１項 

・その開設する病院、診療所及び介

護老人保健施設の業務に支障のな

い限り、定款又は寄附行為の定め

るところにより、以下の業務の全

部又は一部を行うことができる。

 ① 医療関係者の養成又は再教育

 ② 医学又は歯学に関する研究所

の設置      

 ③ 疾病予防のために有酸素運動

を行わせる施設の設置 

④ 疾病予防のために温泉を利用

させる施設の設置 

⑤ ①～④までに掲げるもののほ

か、保健衛生に関する業務 

⑥ 社会福祉法（昭和２６年法律

第４５号）第２条第３項第２号

から第６号までに掲げる事業の

うち厚生労働大臣が定めるもの

又は同項第７号に掲げる事業の

実施（平成１０年２月厚生省告

示第１５号参照）  

・「①から④までに掲げるもののほ

か、保健衛生に関する業務」と

は、保健衛生上の観点から行政
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庁が行う規制の対象となる業務

のすべてをいうものではなく、

直接国民の保健衛生の向上を主

たる目的として行われる業務で

あり、以下の業務について認め

られている（昭和42年４月１日

医発第432号局長回答参照)。  

 ① 薬局         

 ② 施術所        

 ③ 衛生検査所      

 ④ 訪問看護ステーション 

 ⑤ 介護福祉士養成施設 

 ⑥ ケアハウス      

 ⑦ ホームヘルパー養成研修事業

⑧ 難病患者等居宅生活支援事業

（ホームヘルプ、短期入所事

業） 

⑨ 乳幼児健康支援一時預かり事

業 

⑩ 介護保険法（平成９年法律第

123号）にいう訪問介護、通所

介護、通所リハビリテーショ

ン、短期入所生活介護、短期入

所療養介護、認知症対応型通所

介護、小規模多機能型居宅介

護、介護予防訪問介護、介護予

防通所介護、介護予防通所リハ

ビリテーション、介護予防短期

入所生活介護、介護予防短期入

所療養介護、介護予防認知症対

応型通所介護又は介護予防小規

模多機能型居宅介護若しくは障

害者自立支援法（平成17年法律

第123号）にいう障害福祉サー

ビス事業（同法附則第８条第２

項の規定により障害福祉サービ

ス事業とみなされた事業を含

む。）と連続して、又は一体と

してなされる有償移送行為であ

って次に掲げるもの 

ア 道路運送法（昭和26年法律

第183号）第４条第１項の規

定による一般旅客自動車運送

事業 

イ 道路運送第43条第１項の規

定による特定旅客自動車運送

事業 

ウ 道路運送法第80条第１項の

規定による自家用自動車有償

運送 
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Ⅲ 管理    

１ 人事管理  

(１) 任免関係 

        

        

        

        

        

        

 (２) 労務関係 

        

        

           

 

 

 

 

 

２ 資産管理  

        

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 病院、診療所等の管理者の任免

に当たっては、理事会の議決を経

ていること。         

２ また、病院、診療所等の管理者

以外の職員の任免に当たっても、

理事会の審議を経ていることが望

ましいこと。 

１ 就業規則・給与規定・退職金規

定が設けられていることが望まし

いこと。          

２ 職員の処遇が労働基準法等関係

法令通知等に則して適正に行われ

ていること。         

３ 職員の資質向上を図るため、職

員研修について具体的計画が立て

られていることが望ましいこと。

１ 基本財産と運用財産とは明確に

区分管理されていること。    

２ 法人の所有する不動産及び運営

基金等重要な資産は基本財産とし

て定款又は寄附行為に記載するこ

とが望ましいこと。 

３ 不動産の所有権又は賃借権につ

いては登記がなされていること。

４ 基本財産の処分又は担保の提供

については定款又は寄附行為に定

められた手続きを経て、適正にな

されていること。   

５ 医療事業の経営上必要な運用財

産は、適正に管理され、処分がみ

だりに行われていないこと。  

６ 現金は、郵便官署、銀行、信託

会社に預け入れ若しくは信託し、

又は国公債若しくは確実な有価証

券に換え保管するものとするこ

と。      

⑪ 介護保険法にいう居宅サービ

ス事業、居宅介護支援事業、介

護予防サービス事業、介護予防

支援事業、地域密着型サービス

事業、地域支援事業及び保健福

祉事業のうち平成18年３月31日

医政発第0331001号局長通知

別添２において「保健衛生に関

する業務」とされているもの 

⑫ 助産所 

⑬ 歯科技工所 

⑭ 福祉用具専門相談員指定講習

 

 

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

 

                

              

              

              

              

・61年局長通知       

 

・所定の手続きを経ずに、処分又は

担保に供している基本財産がない

ことが登記簿謄本により確認され

ること。 

              

              

              

・モデル定款・寄附行為   
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３ 会計管理  

 (１) 予算  

        

        

        

        

        

 

 

 

 (２) 会計処理 

        

        

        

        

        

        

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (３) 債権債務の

状況       

７ 土地、建物等を賃貸借している

場合は適正な契約がなされている

こと。   

 

 

 

 

 

 

 

８ 病院又は介護老人保健施設を開

設する医療法人は自己資本比率

20％以上を常時確保しているこ

と。ただし、医療法人の設立又は

合併後、概ね１年を経過した後に

おいて、当該医療法人の開設する

すべての病院及び介護老人保健施

設について、これらの用に供され

る土地又は建物のいずれかを所有

している場合はこの限りでないこ

と。    

 

１ 予算は定款又は寄附行為の定め

に従い適正に編成されているこ

と。   

２ 予算が適正に執行されているこ

と。      

  なお、予算の執行に当たって、

変更を加えるときは、あらかじめ

社員総会又は理事会の同意を得て

いること。      

１ 病院又は介護老人保健施設を開

設する医療法人にあっては、それ

ぞれ原則として「病院会計準則」

又は「介護老人保健施設会計・経

理準則」により処理するものとす

ること。 

  診療所のみを開設する医療法人

にあっては、「病院会計準則」に

準じて処理することが望ましいも

のであること｡ただし､複数の診療

所を開設するものにあっては、原

則として「病院会計準則」に準じ

て会計処理するものとすること。

２ 会計責任者が置かれていること

が望ましいこと。        

３ 現金保管については、保管責任

が明確にされていること。    

１ 借入金は、事業運営上の必要に

よりなされたものであること。  

・61年局長通知       

・賃貸借契約期間は医業経営の継続

性の観点から、10年以上であるこ

とが望ましいこと。 

 また、契約期間の更新が円滑にで

きるよう契約又は確認されている

ことが望ましいこと。 

・賃借料は近隣の土地、建物等の賃

借料と比較して著しく高額でない

こと。 

・医療法施行規則第30条の34 

        資本 

・自己資本比率＝──×100  

        資産    

・左記ただし書に該当する場合であ

っても、自己資本比率を充足して

いることが望ましいこと。 

                 

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

 

・昭和58年８月22日医発第824号厚

生省医務局長通知及び平成12年３

月31日老発第378号厚生省老人保

健福祉局長通知 
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 (４) 会計帳簿等

の整備状況 

     

 

 (５) 決算及び財

務諸表 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (６) その他 

        

 

 

 

 

 

 

 

４ 登記    

 

 

 

 

 

２ 借入金は社員総会、理事会の議

決を経て行われていること。   

３ 借入金は全て証書で行われてい

ること。    

４ 債権又は債務が財政規模に比し

過大になっていないこと。 

       

１ 会計帳簿が整備され、証ひょう

書類が保存されていること。   

２ 預金口座、通帳は法人名義にな

っていること。 

１ 決算手続きは、定款又は寄附行

為の定めに従い、適正に行われて

いること。         

２ 決算と予算との間で、大幅にく

い違う科目がある場合は、その原

因が究明され、必要な改善措置が

なされていること。  

３ 財産目録、貸借対照表及び損益

計算書が整備され、保存されてい

ること。          

４ 決算書（案）は社員総会又は理

事会に諮る前に、監事の監査を経

ていること。        

５ 監査報告書は社員総会又は理事

会に報告後、法人において保存さ

れていること。        

６ 決算の届出が毎会計年度終了後

２月以内になされていること。 

７ 特定医療法人、特別医療法人及

び国・県から運営費補助を受けて

いる医療法人については、決算の

概要の広報、関係者の求めに応じ

た決算書の閲覧などを行うことが

望ましいこと。     

１ 病院、介護老人保健施設等の患

者又は入所者から預かっている金

銭は別会計で経理されているとと

もに、適正に管理がなされている

ことが望ましいこと。      

２ 法人印及び代表者印について

は、管理者が定められているとと

もにその管理が適正になされてい

ること。        

１ 当該法人が登記しなければなら

ない事項について登記がなされて

いること。          

             

             

             

・モデル定款・寄附行為   

 

 

 

・病院又は介護老人保健施設を開設

する医療法人の自己資本比率につ

いてはⅢの２の８を参照 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・医療法第51条第１項    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・医療法第43条       

・組合等登記令       

・登記事項         

 ① 目的及び業務     

 ② 名称         

 ③ 事務所        
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５ 公告    

             

             

             

             

             

２ 理事長のみの登記がなされてい

ること。    

             

             

                 

 

 

 

３ 登記事項の変更登記は法定期間

内に行われていること。     

 

 

 

４ 変更登記後の登記済報告書はそ

の都度、都道府県知事又は主たる

事務所の所在地を管轄する地方厚

生局長に提出されていること。  

１ 公告は定款又は寄附行為に定め

られた方法で適正に行われている

こと。    

 ④ 代表権を有する者の氏名、住

所及び資格    

 ⑤ 存立時期又は解散の事由を定

めたときは、その時期又は事由

 ⑥ 資産の総額 

・理事長の任期満了に伴い再任され

た場合にあっては、変更の登記が

必要であること。 

・資産の総額は毎会計年度終了後、

変更の登記が必要であること。  

(注) 変更の登記をしない場合は20

万円以下の過料に処せられること。

（医療法第76条）   

・登記期間         

 ① 主たる事務所（２週間以内）

 ② 従たる事務所（３週間以内）

 ③ 資産の総額は毎会計年度終了

後２月以内  

・医療法施行令第５条の７   

              

 

 

・モデル定款・寄附行為   

              

              

 



【参考；改正後通知本文】
医政発第０３３１００７号

平成１６年３月３１日
一部改正 医政発第０３３１００１号

平成１８年３月３１日

各 都道府県知事 殿

厚生労働省医政局長

医療法人の附帯業務の拡大について

標記について、平成１６年厚生労働省告示第１５３号（厚生労働大臣の定める医療法人
が行うことができる社会福祉事業を改正する件。以下「改正告示」という。）を平成１６
年３月３０日に告示、適用する等により、医療法人の附帯業務のうち保健衛生に関する業
務（医療法（昭和２３年法律第２０５号）第４２条第１項第６号）及び社会福祉事業（同
項第７号）の範囲に関し、次世代育成支援対策の推進にかかるもの及び在宅介護の推進に
かかるものの一部を追加することとしたので、取扱いに当たっては、関係主管部局と連携
を図り、適正な運用に努められたい。

記

第１ 改正の趣旨

平成１５年３月に取りまとめられた「これからの医業経営の在り方に関する検討会」最
終報告書において、「医業経営の効率性を高める観点から、医療法人の本来業務の安定的
な実施に支障が生じないよう配慮しながら、在宅介護の推進や次世代育成支援対策の推進
といった政策目的に資する一定のものを附帯業務として行えるよう弾力化すべき」との提
言がなされたところである。

この点に関し、平成１６年１月の「医療分野における規制改革に関する検討会」報告に
おいて、平成１５年度中に結論を得るものとされたことも受けて、以下のとおり医療法人
の附帯業務の拡大をするものであること。

第２ 改正の内容及び留意事項

１ 附帯業務として追加される業務

医療法人の附帯業務として、次に掲げるものを追加することとし、平成１６年３月
３０日より、実施しうるものとしたこと。



(1) 次世代育成支援対策の推進にかかるもの

ア 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）にいう保育所を経営する事業
（改正告示による改正の「厚生労働大臣の定める医療法人が行うことができる社
会福祉事業（平成１０年厚生省告示第１５号）」第１号（別添１参照））

イ 乳幼児健康支援一時預かり事業（「乳幼児健康支援一時預かり事業の実施につ
いて」（平成６年６月２３日児発第６０５号厚生省児童家庭局長通知）の記に掲
げるもの（別添２参照））

(2) 在宅介護の推進にかかるもの

ア 削除

２ 定款等の変更
(1) 医療法人が新たに１に掲げる事業を行う場合にあっては、医療法第４２条第１項

の規定に基づき、当該医療法人の定款又は寄附行為において規定する必要があるこ
とから、医療法第５０条の規定に基づき、その変更が必要となること。

(2) 定款又は寄附行為の変更認可の申請は、医療法施行規則（昭和２３年厚生省令第
５０号）第３２条第３項の規定により行うものとすること。

第３ 関連する通知の改正

上記の改正に伴い、運営管理指導要綱（「病院又は老人保健施設等を開設する医療法人
の運営管理指導要綱の制定について」（平成２年３月１日健政発第１１０号厚生省健康政
策局長通知）の別添）の一部を、別添４の新旧対照表のとおり改正する。



 

 

【参考；改正後通知本文】 

医政発第０３３０００２号 

平成１７年３月３０日 

 一部改正 医政発第０３３１００１号 

平成１８年３月３１日 

 

 

各 都道府県知事  殿 

 

 

                     厚生労働省医政局長 

 

 

医療法人の附帯業務の拡大について 

 

 

標記について、医療法人の附帯業務のうち、保健衛生に関する業務（医療法（昭和

２３年法律第２０５号）第４２条第１項第６号）の範囲に関し、在宅介護の推進にか

かるものについて、下記のとおり範囲を改め、医療法人が行うことができる附帯業務

を拡大することとしたので、取扱いに当たっては、関係主管部局と連携を図り、適正

な運用に努められたい。 

 

記 

 

第１ 改正の趣旨 

 

  平成１６年３月に厚生労働省老健局振興課と国土交通省自動車交通局旅客課との

間において取りまとめられた「介護輸送に係る法的取扱いについて」（別添１）に

おいて、介護輸送に係る取扱い方針が定められ、障害者（児）福祉サービスについ

ても同様の取扱いを行うものとされたことを受けて、以下のとおり医療法人の附帯

業務の拡大をするものであること。 

 

第２ 改正の内容及び留意事項 

 

 １ 附帯業務として追加される業務 

 

医療法人の附帯業務として、次に掲げるものを追加することとし、平成１７年

４月１日より、実施することができるものとしたこと。 

 

  ○  在宅介護の推進にかかるもの 

 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）にいう訪問介護、通所介護、通所リ

ハビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護、認知症対応型通所



 

 

介護、小規模多機能型居宅介護、介護予防訪問介護、介護予防通所介護、介護

予防通所リハビリテーション、介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所

療養介護、介護予防認知症対応型通所介護又は介護予防小規模多機能型居宅介

護若しくは障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）にいう障害福祉サ

ービス事業（同法附則第８条第２項の規定により障害福祉サービス事業とみな

された事業を含む。）と連続して、又は一体としてなされる有償移送行為であ

って次に掲げるもの 

 

ア 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第４条第１項の規定による一般

旅客自動車運送事業 

 

イ 道路運送法第４３条第１項の規定による特定旅客自動車運送事業 

 

ウ 道路運送法第８０条第１項の規定による自家用自動車有償運送 

 

  ２ 定款等の変更 

 

(1) 医療法人が新たに１に掲げる事業を行う場合にあっては、医療法第４２条第

１項の規定に基づき、当該医療法人の定款又は寄附行為において規定する必要

があることから、医療法第５０条の規定に基づき、その変更が必要となること。 

なお、定款又は寄附行為の変更に当たっては関係運輸局等と連携を図り、適

正な運用に努められたい。 

 

(2) 定款又は寄附行為の変更認可の申請は、医療法施行規則（昭和２３年厚生省

令第５０号）第３２条第３項の規定により行うものとすること。 

 

(3) 患者サービスの一環としてバス等を使って、無償で患者等の送迎を行うこと

については医療法人の附随業務にあたるものであり、道路運送法の適用外であ

ること。 

 

第３ 関連する通知の改正 

 

削除 



医政発第０３３１００２号 

平成１８年３月３１日 

 

 

各 都道府県知事  殿 

 

 

厚生労働省医政局長 

 

 

「特別医療法人について」の一部改正について 

 

 

平成１７年６月２９日付けで公布された介護保険法等の一部を改正する法律（平成

１７年法律第７７号）のうち、予防重視型システムへの転換及び新たなサービス体系

の確立に関する規定並びに平成１７年１１月７日付けで公布された障害者自立支援法

（平成１７年法律第１２３号）のうち、施設体系・事業体系の見直しに関する規定の

一部については、平成１８年４月１日に施行される予定である。 

また、平成１８年度社会保険診療報酬改定に伴う関連告示（診療報酬の算定方法を

定める件（平成１８年厚生労働省告示第９２号）、基本診療料の施設基準等を定める

件（平成１８年厚生労働省告示第９３号）、特掲診療料の施設基準等を定める件（平

成１８年厚生労働省告示第９４号））が平成１８年３月６日付けで告示され、平成１

８年４月１日から適用される。 

これらを踏まえ、医療法施行規則第３０条の３５第１項第２号に規定する厚生労働

大臣が定める基準の一部を改正する件（平成１８年厚生労働省告示第２９４号。以下

「改正告示」という。別添１参照。）が平成１８年３月３１日付けで告示され、平成

１８年４月１日から適用することとされたところである。 

ついては、「特別医療法人について」（平成１０年７月６日健政発第８０２号厚生

省健康政策局長通知）の一部を別添２新旧対照表のとおり改正することとしたので、

予め留意の上その運用に遺漏なきを期されたい。 

なお、改正告示による改正前の医療法施行規則第３０条の３５第１項第２号に規定

する厚生労働大臣が定める基準（以下「旧告示」という。）に基づき、医療法（昭和

２３年法律第２０５号）第４２条第２項に規定する要件に該当するものとして定款又

は寄附行為の認可の申請をした医療法人については、旧告示の規定は、なおその効力

を有することとするので、留意されたい。 



 
（
別
添
１
） 

 

○ 

医
療
法
施
行
規
則
第
三
十
条
の
三
十
五
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
（
平
成
十
五
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
三
百
六
十
号
） 

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
） 

改

 

正

 

案 

現

 

行 

医
療
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
三
年
厚
生
省
令
第
五
十
号
）
第
三
十
条
の
三
十
五
第
一

項
第
二
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
医
療
法
施
行
規
則
第
三
十
条
の
三
十
五
第
一
項
第
二
号
に

規
定
す
る
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。 

医
療
法
施
行
規
則
第
三
十
条
の
三
十
五
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
大
臣
が

定
め
る
基
準
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
こ
と
と
す
る
。 

医
療
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
三
年
厚
生
省
令
第
五
十
号
）
第
三
十
条
の
三
十
五
第
一

項
第
二
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
医
療
法
施
行
規
則
第
三
十
条
の
三
十
五
第
一
項
第
二
号
に

規
定
す
る
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。 

医
療
法
施
行
規
則
第
三
十
条
の
三
十
五
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
大
臣
が

定
め
る
基
準
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
こ
と
と
す
る
。 

一 

次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
病
院
で
あ
る
こ
と
。 

イ
～
へ 

（
略
） 

ト 

削
除 

  

チ 

平
成
七
年
四
月
三
日
児
発
第
三
百
七
十
九
号
厚
生
省
児
童
家
庭
局
長
通
知
「
母

子
医
療
施
設
整
備
事
業
の
実
施
に
つ
い
て
」
に
規
定
す
る
周
産
期
医
療
施
設 

 

（
削
る
） 

（
削
る
） 

   

（
削
る
） 

一 

次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
病
院
で
あ
る
こ
と
。 

イ
～
へ 

（
略
） 

ト 

平
成
四
年
十
二
月
十
八
日
健
政
発
第
八
百
十
二
号
厚
生
省
健
康
政
策
局
長
通
知

「
患
者
環
境
改
善
施
設
整
備
事
業
の
実
施
に
つ
い
て
」
に
規
定
す
る
患
者
環
境
改

善
施
設
整
備
事
業
実
施
病
院 

チ 

昭
和
五
十
四
年
七
月
二
十
七
日
厚
生
省
発
医
第
百
三
十
七
号
厚
生
事
務
次
官
通

知
「
医
療
施
設
等
施
設
整
備
費
の
国
庫
補
助
に
つ
い
て
」
に
規
定
す
る
次
に
掲
げ

る
病
院 

（
１
） 

教
育
病
院 

（
２
） 

不
採
算
地
区
病
院
（
た
だ
し
、
辺
地
に
係
る
公
共
的
施
設
の
総
合
整
備

の
た
め
の
財
政
上
の
特
別
措
置
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
七
年
法
律

第
八
十
八
号
）
第
二
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
く
指
定
を
受
け
た
地
域
を

有
す
る
市
町
村
の
区
域
に
所
在
す
る
病
院
を
除
く
。
） 

（
３
） 

周
産
期
医
療
施
設 

リ 

平
成
六
年
六
月
二
十
三
日
健
政
発
第
四
百
九
十
五
号
厚
生
省
健
康
政
策
局
長
通

リ 

平
成
六
年
六
月
二
十
三
日
健
政
発
第
四
百
九
十
五
号
厚
生
省
健
康
政
策
局
長
通



 
 

 

2

知
「
研
修
医
の
た
め
の
研
修
施
設
整
備
事
業
の
実
施
に
つ
い
て
」
に
規
定
す
る
研

修
医
の
た
め
の
研
修
施
設
を
整
備
す
る
病
院 

ヌ 

（
略
） 

ル 

老
人
福
祉
法
（
昭
和
三
十
八
年
法
律
第
百
三
十
三
号
）
第
二
十
条
の
七
の
二
第

一
項
に
規
定
す
る
老
人
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー
の
事
業
を
実
施
し
て
い
る
病
院 

ヲ 

基
本
診
療
料
の
施
設
基
準
等
（
平
成
十
八
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
九
十
三
号
）

に
定
め
る
施
設
基
準
に
適
合
す
る
も
の
と
し
て
地
方
社
会
保
険
事
務
局
長
又
は
都

道
府
県
知
事
に
届
け
出
た
緩
和
ケ
ア
を
行
う
病
棟
を
有
す
る
病
院 

ワ
・
カ 

（
略
） 

ヨ 

特
掲
診
療
料
の
施
設
基
準
等
（
平
成
十
八
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
九
十
四
号
）

に
定
め
る
施
設
基
準
に
適
合
す
る
も
の
と
し
て
地
方
社
会
保
険
事
務
局
長
又
は
都

道
府
県
知
事
に
届
け
出
た
精
神
科
作
業
療
法
、
精
神
科
シ
ョ
ー
ト
・
ケ
ア
、
精
神

科
デ
イ
・
ケ
ア
、
精
神
科
ナ
イ
ト
・
ケ
ア
、
精
神
科
デ
イ
・
ナ
イ
ト
・
ケ
ア
又
は

重
度
認
知
症
患
者
デ
イ
・
ケ
ア
を
行
う
病
院 

知
「
研
修
医
の
た
め
の
研
修
施
設
の
整
備
に
つ
い
て
」
に
規
定
す
る
研
修
医
の
た

め
の
研
修
施
設
を
整
備
す
る
病
院 

ヌ 

（
略
） 

ル 

老
人
福
祉
法
（
昭
和
三
十
八
年
法
律
第
百
三
十
三
号
）
第
二
十
条
の
七
の
二
に

規
定
す
る
老
人
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー
の
事
業
を
実
施
し
て
い
る
病
院 

ヲ 

基
本
診
療
料
の
施
設
基
準
等
（
平
成
十
二
年
三
月
十
七
日
厚
生
省
告
示
第
六
十

七
号
）
に
定
め
る
施
設
基
準
に
適
合
す
る
も
の
と
し
て
地
方
社
会
保
険
事
務
局
長

又
は
都
道
府
県
知
事
に
届
け
出
た
緩
和
ケ
ア
を
行
う
病
棟
を
有
す
る
病
院 

ワ
・
カ 

（
略
） 

ヨ 

特
掲
診
療
の
施
設
基
準
等
（
平
成
十
二
年
厚
生
省
告
示
第
六
十
八
号
）
に
定
め

る
施
設
基
準
に
適
合
す
る
も
の
と
し
て
地
方
社
会
保
険
事
務
局
長
又
は
都
道
府
県

知
事
に
届
け
出
た
精
神
科
デ
イ
ケ
ア
を
行
う
病
院 

 

タ 

障
害
者
自
立
支
援
法
（
平
成
十
七
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
第
五
条
第
十
六
項

に
規
定
す
る
共
同
生
活
援
助
を
実
施
し
て
い
る
精
神
病
院 

 

タ 

平
成
四
年
七
月
二
十
七
日
健
医
発
第
九
百
二
号
厚
生
省
保
健
医
療
局
長
通
知
「

精
神
障
害
者
地
域
生
活
援
助
事
業
（
精
神
障
害
者
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
）
の
実
施
に

つ
い
て
」
に
規
定
す
る
精
神
障
害
者
地
域
生
活
援
助
事
業
を
実
施
し
て
い
る
精
神

病
院 

レ 

精
神
保
健
及
び
精
神
障
害
者
福
祉
に
関
す
る
法
律
第
五
十
条
の
二
第
一
項
に
規

定
す
る
精
神
障
害
者
社
会
復
帰
施
設
を
運
営
し
て
い
る
精
神
病
院 

レ 

精
神
保
健
及
び
精
神
障
害
者
福
祉
に
関
す
る
法
律
第
五
十
条
第
二
項
に
規
定
す

る
精
神
障
害
者
社
会
復
帰
施
設
を
運
営
し
て
い
る
精
神
病
院 

ソ
～
ネ 

（
略
） 

二 

次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
診
療
所
で
あ
る
こ
と
。 

イ
～
ハ 

（
略
） 

ニ 

特
掲
診
療
料
の
施
設
基
準
等
に
定
め
る
施
設
基
準
に
適
合
す
る
も
の
と
し
て
地

ソ
～
ネ 
（
略
） 

二 

次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
診
療
所
で
あ
る
こ
と
。 

イ
～
ハ 

（
略
） 

ニ 

特
掲
診
療
の
施
設
基
準
等
に
定
め
る
施
設
基
準
に
適
合
す
る
も
の
と
し
て
地
方



 
 

 

3

方
社
会
保
険
事
務
局
長
又
は
都
道
府
県
知
事
に
届
け
出
た
在
宅
末
期
医
療
を
行
う

診
療
所 

ホ 

特
掲
診
療
料
の
施
設
基
準
等
に
定
め
る
施
設
基
準
に
適
合
す
る
も
の
と
し
て
地

方
社
会
保
険
事
務
局
長
又
は
都
道
府
県
知
事
に
届
け
出
た
在
宅
時
医
学
総
合
管
理

を
行
う
診
療
所 

ヘ 

介
護
保
険
法
（
平
成
九
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
に
規
定
す
る
通
所
リ
ハ
ビ
リ

テ
ー
シ
ョ
ン
又
は
介
護
予
防
通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
を
行
う
も
の
と
し
て
指

定
を
受
け
た
診
療
所 

社
会
保
険
事
務
局
長
又
は
都
道
府
県
知
事
に
届
け
出
た
在
宅
末
期
医
療
を
行
う
診

療
所 

ホ 

特
掲
診
療
の
施
設
基
準
等
に
定
め
る
施
設
基
準
に
適
合
す
る
も
の
と
し
て
地
方

社
会
保
険
事
務
局
長
又
は
都
道
府
県
知
事
に
届
け
出
た
寝
た
き
り
老
人
在
宅
総
合

診
療
を
行
う
診
療
所 

ヘ 

介
護
保
険
法
（
平
成
九
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
に
規
定
す
る
通
所
リ
ハ
ビ
リ

テ
ー
シ
ョ
ン
を
行
う
も
の
と
し
て
指
定
を
受
け
た
診
療
所 

ト
・
チ 

（
略
） 

リ 

特
掲
診
療
料
の
施
設
基
準
等
に
定
め
る
施
設
基
準
に
適
合
す
る
も
の
と
し
て
地

方
社
会
保
険
事
務
局
長
又
は
都
道
府
県
知
事
に
届
け
出
た
精
神
科
作
業
療
法
、
精

神
科
シ
ョ
ー
ト
・
ケ
ア
、
精
神
科
デ
イ
・
ケ
ア
、
精
神
科
ナ
イ
ト
・
ケ
ア
、
精
神

科
デ
イ
・
ナ
イ
ト
・
ケ
ア
又
は
重
度
認
知
症
患
者
デ
イ
・
ケ
ア
を
行
う
診
療
所 

ト
・
チ 

（
略
） 

リ 

特
掲
診
療
の
施
設
基
準
等
に
定
め
る
施
設
基
準
に
適
合
す
る
も
の
と
し
て
地
方

社
会
保
険
事
務
局
長
又
は
都
道
府
県
知
事
に
届
け
出
た
精
神
科
作
業
療
法
、
精
神

科
デ
イ
・
ケ
ア
、
精
神
科
ナ
イ
ト
・
ケ
ア
又
は
精
神
科
デ
イ
・
ナ
イ
ト
・
ケ
ア
を

行
う
診
療
所 

ヌ 

（
略
） 

 

ヌ 

（
略
） 

 









 
1 

○「特別医療法人について」（平成１０年７月６日健政発第８０２号） 
新 旧 

  
第２ 特別医療法人の要件 

 １ （略） 

 

２ 医療施設について（規則第３０条の３５第１項第２号） 

当該医療法人が開設する病院又は診療所のうち、一以上のものが、

(1)及び(2)に該当するものであること。 

 

(1) ①に掲げる病床のいずれかを含み、又は②に掲げる病院又は診

療所であること。 

① （略） 

 

②Ⅰ 次のいずれかに該当する病院であること。 

イ～ヘ （略） 

ト 削除 

 

 

チ 平成７年４月３日児発第３７９号厚生省児童家庭局長通

知「母子医療施設整備事業の実施について」に規定する周

産期医療施設 

      （削る） 

      （削る） 

 

第２ 特別医療法人の要件 

 １ （略） 

 

２ 医療施設について（規則第３０条の３５第１項第２号） 

当該医療法人が開設する病院又は診療所のうち、一以上のものが、

(1)及び(2)に該当するものであること。 

 

(1) ①に掲げる病床のいずれかを含み、又は②に掲げる病院又は診

療所であること。 

① （略） 

 

②Ⅰ 次に掲げる病院であること。 

イ～ヘ （略） 

ト 平成４年１２月１８日健政発第８１２号厚生省健康政策

局長通知「患者環境改善施設整備事業の実施について」に

規定する患者環境改善施設整備事業実施病院 

チ 昭和５４年７月２７日厚生省発医第１３７号厚生事務次

官通知「医療施設等施設整備費の国庫補助について」に規

定する次に掲げる病院 

(1) 教育病院 

(2) 不採算地区病院（ただし、辺地に係る公共的施設の総

合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和

（別添２） 



 
2 

 

 

 

      （削る） 

リ 平成６年６月２３日健政発第４９５号厚生省健康政策局

長通知「研修医のための研修施設整備事業の実施について」

に規定する研修医のための研修施設を整備する病院 

ヌ （略） 

ル 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０条の７

の２第１項に規定する老人介護支援センターの事業を実施

している病院 

ヲ 基本診療料の施設基準等（平成１８年厚生労働省告示第

９３号）に定める施設基準に適合するものとして地方社会

保険事務局長又は都道府県知事に届け出た緩和ケアを行う

病棟を有する病院 

ワ・カ （略） 

ヨ 特掲診療料の施設基準等（平成１８年厚生労働省告示第

９４号）に定める施設基準に適合するものとして地方社会

保険事務局長又は都道府県知事に届け出た精神科作業療

法、精神科ショート・ケア、精神科デイ・ケア、精神科ナ

イト・ケア、精神科デイ・ナイト・ケア又は重度認知症患

者デイ・ケアを行う病院 

タ 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５条

第１６項に規定する共同生活援助を実施している精神病院

 

３７年法律第８８号）第２条第１項の規定に基づく指定

を受けた地域を有する市町村の区域に所在する病院を除

く。） 

(3) 周産期医療施設 

リ 平成６年６月２３日健政発第４９５号厚生省健康政策局

長通知「研修医のための研修施設の整備について」に規定

する研修医のための研修施設を整備する病院 

ヌ （略） 

ル 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０条の７

の２に規定する老人介護支援センターの事業を実施してい

る病院 

ヲ 基本診療料の施設基準等（平成１２年３月１７日厚生省

告示第６７号）に定める施設基準に適合するものとして地

方社会保険事務局長又は都道府県知事に届け出た緩和ケア

を行う病棟を有する病院 

ワ・カ （略） 

ヨ 特掲診療の施設基準等（平成１２年厚生省告示第６８号）

に定める施設基準に適合するものとして地方社会保険事務

局長又は都道府県知事に届け出た精神科デイケアを行う病

院 

 

 

タ 平成４年７月２７日健医発第９０２号厚生省保健医療局

長通知「精神障害者地域生活援助事業（精神障害者グルー

プホーム）の実施について」に規定する精神障害者地域生



 
3 

 

レ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第５０条の２

第１項に規定する精神障害者社会復帰施設を運営している

精神病院 

ソ～ネ （略） 

 

Ⅱ 次のいずれかに該当する診療所であること。 

イ～ハ （略） 

ニ 特掲診療料の施設基準等に定める施設基準に適合するも

のとして地方社会保険事務局長又は都道府県知事に届け出

た在宅末期医療を行う診療所 

ホ 特掲診療料の施設基準等に定める施設基準に適合するも

のとして地方社会保険事務局長又は都道府県知事に届け出

た在宅時医学総合管理を行う診療所 

ヘ 介護保険法（平成９年法律第１２３号）に規定する通所

リハビリテーション又は介護予防通所リハビリテーション

を行うものとして指定を受けた診療所 

ト・チ （略） 

リ 特掲診療料の施設基準等に定める施設基準に適合するも

のとして地方社会保険事務局長又は都道府県知事に届け出

た精神科作業療法、精神科ショート・ケア、精神科デイ・

ケア、精神科ナイト・ケア、精神科デイ・ナイト・ケア又

は重度認知症患者デイ・ケアを行う診療所 

ヌ （略） 

 

活援助事業を実施している精神病院 

レ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第５０条第２

項に規定する精神障害者社会復帰施設を運営している精神

病院 

ソ～ネ （略） 

 

Ⅱ 次のいずれかに該当する診療所であること。 

イ～ハ （略） 

ニ 特掲診療の施設基準等に定める施設基準に適合するもの

として地方社会保険事務局長又は都道府県知事に届け出た

在宅末期医療を行う診療所 

ホ 特掲診療の施設基準等に定める施設基準に適合するもの

として地方社会保険事務局長又は都道府県知事に届け出た

寝たきり老人在宅総合診療を行う診療所 

ヘ 介護保険法（平成９年法律第１２３号）に規定する通所

リハビリテーションを行うものとして指定を受けた診療所 

 

ト・チ （略） 

リ 特掲診療の施設基準等に定める施設基準に適合するもの 

として地方社会保険事務局長又は都道府県知事に届け出た

精神科作業療法、精神科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア

又は精神科デイ・ナイト・ケアを行う診療所 

 

ヌ （略） 
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(2) 当該医療法人の開設する病院又は診療所が、次に掲げる要件の

いずれかに該当していること。 

① （略） 

② 救急病院等を定める省令第２条の規定に基づき、救急病院で

ある旨の告示を受けている病院であること。 

 

③ もっぱら皮膚泌尿器科、眼科、整形外科、耳鼻いんこう科又

は歯科の診療を行う病院で患者３０人以上の収容施設を有する

ものであること。 

④ （略） 

 

３ 法人の業務について（規則第３０条の３５第１項第３号） 

規則第３０条の３５第１項第３号イの社会保険診療とは、次に掲

げる給付又は医療、介護、助産若しくはサービスをいうものである

こと。 

(1) 健康保険法（大正１１年法律第７０号）、国民健康保険法（昭和

３３年法律第１９２号）、船員保険法（昭和１４年法律第７３号）、

国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号）（防衛庁の職

員の給与等に関する法律（昭和２７年法律第２６６号）第２２条

第１項においてその例によるものとされる場合を含む。以下同

じ。）、地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）、私

立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号）、戦傷病者特別

援護法（昭和３８年法律第１６８号）、母子保健法（昭和４０年法

律第１４１号）、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）又は原

子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成６年法律第１１７

(2) 当該医療法人の開設する病院又は診療所が、次に掲げる要件の

いずれかに該当していること。 

① （略） 

② 救急病院等と定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）第２

条の規定に基づき、救急病院である旨の告示を受けている病院

であること。 

③ もっぱら皮膚泌尿器科、眼科、整形外科、耳鼻いんこう科又

は歯科の診療を行なう病院で患者３０人以上の収容施設を有す

るものであること。 

④ （略） 

 

３ 法人の業務について（規則第３０条の３５第１項第３号） 

規則第３０条の３５第１項第３号イの社会保険診療とは、次に掲

げる給付又は医療若しくは助産をいうものであること。 

 

(1) 健康保険法（大正１１年法律第７０号）、国民健康保険法（昭和

３３年法律第１９２号）、船員保険法（昭和１４年法律第７３号）、

国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号）（防衛庁の職

員の給与等に関する法律（昭和２７年法律第２６６号）第２２条

第１項においてその例によるものとされる場合を含む。以下同

じ。）、地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）、私

立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号）、戦傷病者特別

援護法（昭和３８年法律第１６８号）、身体障害者福祉法（昭和２

４年法律第２８３号）、母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）、

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）又は原子爆弾被爆者に
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号）の規定に基づく療養の給付（健康保険法、国民健康保険法、

船員保険法、国家公務員共済組合法、地方公務員等共済組合法若

しくは私立学校教職員共済法の規定によって入院時食事療養費、

特定療養費、家族療養費若しくは特別療養費（国民健康保険法第

５４条の３第１項に規定する特別療養費をいう。以下同じ。）を支

給することとされる被保険者、組合員若しくは加入者若しくは被

扶養者に係る療養のうち当該入院時食事療養費、特定療養費、家

族療養費若しくは特別療養費の額の算定に係る当該療養に要する

費用の額としてこれらの法律の規定により定める金額に相当する

部分（特別療養費に係る当該部分にあっては、当該部分であるこ

とにつき保険者の国民健康保険法施行規則（昭和３３年厚生省令

第５３号）第２７条の６第４項の規定による通知に係る同項の書

面の写しにより証明がされたものに限る。）又はこれらの法律の規

定によって訪問看護療養費若しくは家族訪問看護療養費を支給す

ることとされる被保険者、組合員若しくは加入者若しくは被扶養

者に係る指定訪問看護を含む。）、更生医療の給付、養育医療の給

付、療育の給付又は医療の給付 

 

 

(2) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定に基づく医療

扶助のための医療、介護扶助のための介護（同法第１５条の２第

１項第１号に掲げる居宅介護のうち同条第２項に規定する訪問看

護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、通所リハビリ

テーション若しくは短期入所療養介護又は同条第４項に規定する

施設介護のうち同項に規定する介護保健施設サービス若しくは介

対する援護に関する法律（平成６年法律第１１７号）の規定に基

づく療養の給付（健康保険法、国民健康保険法、船員保険法、国

家公務員共済組合法、地方公務員等共済組合法若しくは私立学校

職員共済法の規定によって入院時食事療養費、特定療養費、家族

療養費若しくは特別療養費（国民健康保険法第５４条の３第１項

に規定する特別療養費をいう。以下同じ。）を支給することとされ

る被保険者、組合員若しくは加入者若しくは被扶養者に係る療養

のうち当該入院時食事療養費、特定療養費、家族療養費若しくは

特別療養費の額の算定に係る当該療養に要する費用の額としてこ

れらの法律の規定により定める金額に相当する部分（特別療養費

に係る当該部分にあっては、当該部分であることにつき保険者の

国民健康保険法施行規則（昭和３３年厚生省令第５３号）第２７

条の６第４項の規定による通知に係る同項の書面の写しにより証

明がされたものに限る。）又はこれらの法律の規定によって訪問看

護療養費若しくは家族訪問看護療養費を支給される被保険者若し

くは組合員若しくは被扶養者に係る指定訪問看護を含む。）、更生

医療の給付、養育医療の給付、育成医療の給付、療育の給付又は

医療の給付 

 

(2) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定に基づく医療

扶助のための医療又は出産扶助のための助産 
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護療養施設サービスに限る。）又は出産扶助のための助産 

 

(3) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第

１２３号）、結核予防法（昭和２６年法律第９６号）、麻薬及び向

精神薬取締法（昭和２８年法律第１４号）、感染症の予防及び感染

症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）

又は心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観

察等に関する法律（平成１５年法律第１１０号）の規定に基づく

医療 

 

(4) 老人保健法（昭和５７年法律第８０号）の規定に基づく医療（同

法の規定によって入院時食事療養費若しくは特定療養費を支給す

ることとされる老人医療受給対象者に係る療養のうち当該入院時

食事療養費若しくは特定療養費の額の算定に係る当該療養に要す

る費用の額として同法の規定により定める金額に相当する部分又

は同法の規定によって老人訪問看護療養費を支給することとされ

る老人医療受給対象者に係る指定老人訪問看護を含む。） 

 

 

 

(5) 介護保険法（平成９年法律第１２３号）の規定によって居宅介

護サービス費若しくは居宅支援サービス費（以下「居宅介護サー

ビス費等」という。）を支給することとされる被保険者に係る指定

居宅サービス（訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管

理指導、通所リハビリテーション又は短期入所療養介護に限る。）

 

 

(3) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第

１２３号）、結核予防法（昭和２６年法律第９６号）又は麻薬及び

向精神薬取締法（昭和２８年法律第１４号）の規定に基づく医療 

 

 

 

 

 

(4) 老人保健法（昭和５７年法律第８０号）の規定に基づく医療（同

法の規定によって入院時食事療養費若しくは特定療養費を支給す

ることとされている老人医療受給対象者に係る療養のうち当該入

院時食事療養費若しくは特定療養費の額の算定に係る当該療養に

要する費用の額として同法の規定により定める金額に相当する部

分、同法の規定によって老人保健施設療養費を支給することとさ

れている老人医療受給対象者に係る施設療養又は同法の規定によ

って老人訪問看護療養費を支給することとされる老人医療受給対

象者に係る指定老人訪問看護を含む。） 
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のうち当該居宅介護サービス費等の額の算定に係る当該指定居宅

サービスに要する費用の額として同法の規定により定める金額に

相当する部分又は同法の規定によって施設介護サービス費を支給

することとされる被保険者に係る介護保健施設サービス若しくは

指定介護療養施設サービスのうち当該施設介護サービス費の額の

算定に係る当該介護保健施設サービス若しくは指定介護療養施設

サービスに要する費用の額として同法の規定により定める金額に

相当する部分 

 

  (6) 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）の規定によっ

て自立支援医療費を支給することとされる支給認定に係る障害者

等に係る指定自立支援医療のうち当該自立支援医療費の額の算定

に係る当該指定自立支援医療に要する費用の額として同法の規定

により定める金額に相当する部分 

 

 ４～５ （略） 

 

６ 医療法人の組織及び運営について 

医療法人の組織及び運営については、次によるものとすること。

 

  (1) （略） 

(2) 次に掲げる医療法人の種別に応じ、寄附行為又は定款において

それぞれ次に掲げる事項が定められているものとすること。 

   ① 財団である医療法人 

ア～ウ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ４～５ （略） 

 

６ 医療法人の組織及び運営について 

医療法人の組織及び運営については、次によるものとすること。 

 

  (1) （略） 

(2) 次に掲げる医療法人の種別に応じ、寄附行為又は定款において

それぞれ次に掲げる事項が定められているものとすること。 

   ① 財団である医療法人 

ア～ウ （略） 



 
8 

エ 理事会の議事の決定は、法令に別段の定めがある場合を除

き、次によること。 

(ア) 重要事項の決定 

次に掲げる事項の決定は、理事会における理事総数（理

事現在数）の３分の２以上の多数による議決を必要とす

るとともに、原則として評議員会の同意を必要とするこ

と。 

・収支予算（事業計画を含む。） 

・収支決算（事業報告を含む。） 

・基本財産の処分 

・借入金（その会計年度内の収入をもって償還する短期

借入金を除く。）その他新たな義務の負担及び権利の放

棄 

・寄附行為の変更 

・解散及び合併 

・附帯業務及び収益業務に関する重要な事項 

 

 

 

 

 

 

エ 理事会の議事の決定は、法令に別段の定めがある場合を除

き、次によること。 

(ア) 重要事項の決定 

次に掲げる事項の決定は、理事会における理事総数（理

事現在数）の３分の２以上の多数による議決を必要とす

るとともに、原則として評議員会の同意を必要とするこ

と。 

・収支予算（事業計画を含む。） 

・収支決算（事業報告を含む。） 

・基本財産の処分 

・借入金（その会計年度内の収入をもって償還する短期

借入金を除く。）その他新たな義務の負担及び権利の放

棄 

・寄附行為の変更 

・解散及び合併 

・付帯業務又は収益業務に関する重要な事項 

  

  
 



【参考；改正後通知本文】

健政発第８０２号

平成１０年７月６日

最終改正 医政発第０３３１００２号

平成１８年３月３１日

各 都道府県知事 殿

厚生省健康政策局長

特別医療法人について

平成９年１２月１７日付けで公布された医療法の一部を改正する法律（平成９年法律第

１２５号）のうち、特別医療法人に関する規定については、本年３月２０日付けで公布さ

れた医療法の一部を改正する法律の施行期日を定める政令（平成１０年政令第４５号。別

添１参照）により、本年４月１日から施行されることとなった。

これに伴い 医療法の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備に関する政令 平、 （

成１０年政令第４６号。別添２参照）が本年３月２０日付けで、医療法施行規則等の一部

を改正する省令（平成１０年厚生省令第３５号。別添３参照）が本年３月２７日付けでそ

れぞれ公布され、本年４月１日より施行されたところである。併せて、厚生大臣の定める

医療法人が行うことができる収益業務（平成１０年厚生省告示第１０８号。別添４参照）

が本年３月２７日付けで告示され、本年４月１日から施行されたところである。

特別医療法人制度の創設に係るこれらの措置の内容及びこれらに関連して都道府県にお

いて扱うこととなる事務の処理については左記のとおりであるので、御了知の上、適正な

る実施を期するとともに、貴管下の医療法人については、今回の趣旨に鑑み、その指導監

督により一層の御配慮を願いたい。

記

第１ 特別医療法人制度の趣旨

医療法人制度は、医療機関の開設主体を法人化することにより、医療の永続性及び

継続性並びに資金の集積性を確保し、もって私人による医療機関の経営を容易にする

ことを目的として、昭和２５年に創設され、現在、医療法人は、我が国の医療の最も

有力な提供主体となっている。

近年、地域における民間医療機関の重要性の増大、医療機関の経営の悪化等医療を



取り巻く環境が変化している中で、地域において重要な役割を果たしている民間医療

機関の経営の安定性の確保等が求められている。

このため、一定の要件を満たし公的な運営が確保されている医療法人を特別医療法

人として位置づけ、その収益を医業経営に充てることを目的とした収益業務を実施す

ることができるものとし、地域における医療の安定的な提供体制を整備するものであ

る。

第２ 特別医療法人の要件

医療法（昭和２３年法律第２０５号。以下「法」という。)第４４条又は第５０条

の規定により、医療法人の設立認可又は寄附行為若しくは定款の変更認可を行うにあ

たり、当該医療法人が、法第４２条第２項に規定する特別医療法人に該当する場合又

は特別医療法人に該当することとなる場合にあっては、次に掲げる要件に該当するか

否かについて審査を行うものとすること。

また、医療法施行規則（昭和２３年厚生省令第５０号。以下「規則」という。)第

３０条の３６第１項の規定により、社団である医療法人で持分の定めのあるものが、

定款を変更して、社団である医療法人で持分の定めのないものに移行する場合にあっ

ては、当該法人の社員総会において、定款の変更認可がなされた日をもって持分請求

権の放棄の効力が生ずるものとする決議を行うものであることにつき、留意するもの

であること。

１ 法人の種別について（規則第３０条の３５第１項第１号）

財団である医療法人又は社団である医療法人で持分の定めのないものであること。

２ 医療施設について（規則第３０条の３５第１項第２号）

当該医療法人が開設する病院又は診療所のうち、一以上のものが、(1)及び(2)に該

当するものであること。

(1) ①に掲げる病床のいずれかを含み、又は②に掲げる病院又は診療所であること。

① 次に掲げる病床のいずれかを含む病院又は診療所であること。

ア 専らがんその他の悪性新生物、小児疾患若しくは周産期疾患又は循環器疾患

に関し、診断及び治療、調査研究並びに医療関係者の研修を行う病院又は診療

所並びにこれらに準ずる機能及び性格を有する病院又は診療所の病床

イ 専らリハビリテーションに関し、診断及び治療、調査研究並びに医療関係者

の研修を行う病院又は診療所並びにこれに準ずる機能及び性格を有する病院又

は診療所の病床

ウ 救急医療体制において不可欠な診療機能を有する病院又は診療所の当該機能

に係る病床



、 、 、エ 精神病質 アルコールその他の薬物による中毒性精神疾患 老人性精神疾患

小児精神疾患、頭部外傷による精神疾患又は合併症を伴う精神疾患に関し、特

殊の診断機能を有する病院又は診療所の当該機能に係る病床

オ 治療方法の確立していない疾病にり患している者を入院させ、当該疾病に関

し、診断及び治療並びに調査研究を行う病院又は診療所の当該機能に係る病床

カ 小児慢性疾患に関し、診断及び治療を行う病院であつて、療養中の児童又は

生徒に対して学校教育を行う施設が設置されているものの当該機能に係る病床

キ 専ら末期のがんその他の悪性新生物の患者を入院させ、緩和ケアを行う病院

又は診療所の当該機能に係る病床

ク 専ら結核後遺症に起因する慢性呼吸不全の患者を入院させ、診断及び治療を

行う病院又は診療所の当該機能に係る病床

ケ 病院又は診療所の建物の全部又は一部、設備、器械及び器具を当該病院又は

診療所に勤務しない医師又は歯科医師の診療、研究又は研修のために利用させ

る病院又は診療所の当該機能に係る病床

②Ⅰ 次のいずれかに該当する病院であること。

イ 平成１３年５月１６日健政発第５２９号厚生省健康政策局長通知「へき地

保健医療対策事業について」に規定するへき地医療拠点病院

ロ 昭和５２年７月６日医発第６９２号厚生省医務局長通知「救急医療対策の

整備事業について」に規定する次に掲げる病院

(1) 病院群輪番制等に参加している病院

(2) 共同利用型病院

(3) 救命救急センター又は救命救急センターを設置している病院

ハ 平成１０年６月１１日健政発第７２８号厚生省健康政策局長通知「地域医

療研修施設の整備について」に規定する地域医療研修施設

ニ 昭和５５年１１月４日医発第１１０５号厚生省医務局長通知「腎移植施設

の整備事業について」に規定する腎移植施設

ホ 昭和５７年１月２２日医発第８５号厚生省医務局長通知「老人デイケア施

設の整備事業について」に規定する老人デイケア施設

ヘ 昭和５９年１０月２５日健政発第２６３号厚生省健康政策局長通知「共同

利用施設の整備について」に規定する共同利用施設

ト 削除

チ 平成７年４月３日児発第３７９号厚生省児童家庭局長通知「母子医療施設

整備事業の実施について」に規定する周産期医療施設

リ 平成６年６月２３日健政発第４９５号厚生省健康政策局長通知「研修医の

ための研修施設整備事業の実施について」に規定する研修医のための研修施

設を整備する病院

ヌ 健康保険法施行規則（大正１５年内務省令第３６号）第６９条に規定する

訪問看護ステーション（以下「訪問看護ステーション」という ）の事業を。

実施している病院

ル 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０条の７の２第１項に規定



する老人介護支援センターの事業を実施している病院

ヲ 基本診療料の施設基準等（平成１８年厚生労働省告示第９３号）に定める

施設基準に適合するものとして地方社会保険事務局長又は都道府県知事に届

け出た緩和ケアを行う病棟を有する病院

ワ 外来患者に係る院外処方箋の割合が３０パーセント以上の病院

カ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）

第１９条の８の規定に基づく指定を受けた病院

ヨ 特掲診療料の施設基準等（平成１８年厚生労働省告示第９４号）に定める

施設基準に適合するものとして地方社会保険事務局長又は都道府県知事に届

け出た精神科作業療法、精神科ショート・ケア、精神科デイ・ケア、精神科

ナイト・ケア、精神科デイ・ナイト・ケア又は重度認知症患者デイ・ケアを

行う病院

タ 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５条第１６項に規定す

る共同生活援助を実施している精神病院

レ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第５０条の２第１項に規定する

精神障害者社会復帰施設を運営している精神病院

ソ 昭和５７年４月１６日衛発第３６０号厚生省公衆衛生局長通知「精神障害

者社会復帰適応訓練事業の実施について」に規定する精神障害者社会適応訓

練事業を実施している精神病院

ツ 平成１２年３月３１日障第２５１号大臣官房障害保健福祉部長通知「保健

所及び市町村における精神保健福祉業務について」に基づき実施される地域

精神保健活動に対し協力及び支援を行っている精神病院

ネ 病床数の５０パーセント以上が療養病床である病院

Ⅱ 次のいずれかに該当する診療所であること。

イ 山村振興法（昭和４０年法律第６４号）第７条第１項、離島振興法（昭和

２８年法律第７２号）第２条第１項又は過疎地域自立促進特別措置法（平成

１２年法律第１５号）第２条第１項の規定に基づく指定を受けた地域を含む

市町村の区域に所在する診療所（当該市町村の区域に病院が存在しない場合

に限る）

ロ 基準病床数に比べて１０パーセント以上病床が不足している二次医療圏

（医療法（昭和２３年法律第２０５号）第３０条の３第２項第１号に規定す

る区域をいう ）内の区域に所在する診療所。

ハ 救急告示診療所（救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）

第１条第１項の規定に基づく認定を受けた診療所をいう ）又は平成１０年。

６月１日健政発第６８９号厚生省健康政策局長通知「医療計画について」に

規定する初期救急医療施設であって、休日及び夜間における救急医療の確保

のために診療を行っている診療所

ニ 特掲診療料の施設基準等に定める施設基準に適合するものとして地方社会

保険事務局長又は都道府県知事に届け出た在宅末期医療を行う診療所

ホ 特掲診療料の施設基準等に定める施設基準に適合するものとして地方社会



保険事務局長又は都道府県知事に届け出た在宅時医学総合管理を行う診療所

ヘ 介護保険法（平成９年法律第１２３号）に規定する通所リハビリテーショ

ン又は介護予防通所リハビリテーションを行うものとして指定を受けた診療

所

ト 訪問看護ステーションの事業を実施している診療所

チ 外来患者に係る院外処方箋の割合が３０パーセント以上の診療所

リ 特掲診療料の施設基準等に定める施設基準に適合するものとして地方社会

保険事務局長又は都道府県知事に届け出た精神科作業療法、精神科ショート

・ケア、精神科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア、精神科デイ・ナイト・ケ

ア又は重度認知症患者デイ・ケアを行う診療所

ヌ 病床数の５０パーセント以上が療養病床である診療所

(2) 当該医療法人の開設する病院又は診療所が、次に掲げる要件のいずれかに該当し

ていること。

① 患者４０人以上の収容施設を有する病院であること。

② 救急病院等を定める省令第２条の規定に基づき、救急病院である旨の告示を受

けている病院であること。

③ もつぱら皮膚泌尿器科、眼科、整形外科、耳鼻いんこう科又は歯科の診療を

行う病院で患者３０人以上の収容施設を有するものであること。

④ 救急病院等を定める省令第２条の規定に基づき、救急診療所である旨を告示

された診療所であつて患者１５人以上の収容施設を有するものであること。

３ 法人の業務について（規則第３０条の３５第１項第３号）

、 、規則第３０条の３５第１項第３号イの社会保険診療とは 次に掲げる給付又は医療

介護、助産若しくはサービスをいうものであること。

(1) 健康保険法（大正１１年法律第７０号 、国民健康保険法（昭和３３年法律第１）

９２号 、船員保険法（昭和１４年法律第７３号 、国家公務員共済組合法（昭和３） ）

３年法律第１２８号 （防衛庁の職員の給与等に関する法律（昭和２７年法律第２）

６６号）第２２条第１項においてその例によるものとされる場合を含む。以下同

じ 、地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号 、私立学校教職員共。） ）

済法（昭和２８年法律第２４５号 、戦傷病者特別援護法（昭和３８年法律第１６）

８号 、母子保健法（昭和４０年法律第１４１号 、児童福祉法（昭和２２年法律第） ）

１６４号）又は原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成６年法律第１１７

号）の規定に基づく療養の給付(健康保険法、国民健康保険法、船員保険法、国家

公務員共済組合法、地方公務員等共済組合法若しくは私立学校教職員共済法の規定

によって入院時食事療養費、特定療養費、家族療養費若しくは特別療養費（国民健

康保険法第５４条の３第１項に規定する特別療養費をいう。以下同じ ）を支給す。

ることとされる被保険者、組合員若しくは加入者若しくは被扶養者に係る療養のう



ち当該入院時食事療養費、特定療養費、家族療養費若しくは特別療養費の額の算定

に係る当該療養に要する費用の額としてこれらの法律の規定により定める金額に相

当する部分（特別療養費に係る当該部分にあつては、当該部分であることにつき保

険者の国民健康保険法施行規則（昭和３３年厚生省令第５３号）第２７条の６第４

項の規定による通知に係る同項の書面の写しにより証明がされたものに限る ）又。

はこれらの法律の規定によって訪問看護療養費若しくは家族訪問看護療養費を支給

することとされる被保険者、組合員若しくは加入者若しくは被扶養者に係る指定訪

問看護を含む 、更生医療の給付、養育医療の給付、療育の給付又は医療の給付。）

（ ） 、(2) 生活保護法 昭和２５年法律第１４４号 の規定に基づく医療扶助のための医療

介護扶助のための介護（同法第１５条の２第１項第１号に掲げる居宅介護のうち同

条第２項に規定する訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、通所

リハビリテーション若しくは短期入所療養介護又は同条第４項に規定する施設介護

のうち同項に規定する介護保健施設サービス若しくは介護療養施設サービスに限

る ）又は出産扶助のための助産。

(3) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号 、結核）

予防法（昭和２６年法律第９６号 、麻薬及び向精神薬取締法（昭和２８年法律第）

１４号 、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年）

法律第１１４号）又は心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観

察等に関する法律（平成１５年法律第１１０号）の規定に基づく医療

(4) 老人保健法（昭和５７年法律第８０号）の規定に基づく医療（同法の規定によっ

て入院時食事療養費若しくは特定療養費を支給することとされる老人医療受給対象

者に係る療養のうち当該入院時食事療養費若しくは特定療養費の額の算定に係る当

該療養に要する費用の額として同法の規定により定める金額に相当する部分又は同

法の規定によって老人訪問看護療養費を支給することとされる老人医療受給対象者

に係る指定老人訪問看護を含む ）。

(5) 介護保険法（平成９年法律第１２３号）の規定によって居宅介護サービス費若し

くは居宅支援サービス費（以下「居宅介護サービス費等」という ）を支給するこ。

（ 、 、ととされる被保険者に係る指定居宅サービス 訪問看護 訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導、通所リハビリテーション又は短期入所療養介護に限る ）のう。

ち当該居宅介護サービス費等の額の算定に係る当該指定居宅サービスに要する費用

の額として同法の規定により定める金額に相当する部分又は同法の規定によって施

設介護サービス費を支給することとされる被保険者に係る介護保健施設サービス若

しくは指定介護療養施設サービスのうち当該施設介護サービス費の額の算定に係る

当該介護保健施設サービス若しくは指定介護療養施設サービスに要する費用の額と

して同法の規定により定める金額に相当する部分



(6) 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）の規定によって自立支援医療費

を支給することとされる支給認定に係る障害者等に係る指定自立支援医療のうち当

該自立支援医療費の額の算定に係る当該指定自立支援医療に要する費用の額として

同法の規定により定める金額に相当する部分

４ 法令違反等の事実について（規則第３０条の３５第１項第４号）

規則第３０条の２５第１項第４号の要件は、次に掲げる要件のいずれにも該当する

ものであること。

(1) 法、医師法（昭和２３年法律第２０１号）等の違反の事実が確認されていないこ

と。

(2) 健康保険法等医療保険関係法令等違反の事実が確認されていないこと。

(3) 法第３０条の７の規定に基づく都道府県知事の勧告に反する病院の開設、増床又

は病床種別の変更が行われた事実が確認されていないこと。

５ 特別利益の供与について（規則第３０条の３５第１項第５号）

規則第３０条の３５第１項第５号の規定による特別の利益を与えることとは、具体

的には、次の(1)又は(2)に該当すると認められる場合が、これに該当するものとして

取り扱うものとすること。

(1) 寄附行為又は定款において、規則第３０条の３５第１項第５号に規定する者に対

して、当該法人の財産を無償で利用させ、又は与えるなどの特別の利益を与える旨

の記載がある場合

(2) 当該法人が、規則第３０条の３５第１項第５号に規定する者に対して、次に掲げ

るいずれかの行為をし、又は行為をすると認められる場合。

① 当該法人の所有する土地をこれらの者に居住、担保その他の私事に利用させる

こと。

② 当該法人の他の従業員に比べて有利な条件で、これらの者に金銭を貸付をする

こと。

③ 当該法人の所有する財産をこれらの者に無償又は著しく低い価額の対価で譲渡

すること。

④ これらの者から金銭その他の財産を過大な利息又は賃借料で借り受けること。

⑤ これらの者から所有する財産を過大な対価で譲り受けること、又はこれらの者

から病院等の業務の用に供するとは認められない財産を取得すること。

⑥ これらの者に対して、当該法人の役員等の地位にあることのみに基づき給与等



を支払い、又は当該法人の他の従業員に比べて過大な給与等を支払うこと。

⑦ これらの者の債務に関して、保証、弁済、免除又は引き受け（当該法人の設立

のための財産の提供に伴う債務の引き受けを除く ）をすること。。

、 、 。⑧ 病院等の業務を 主として 又は不公正な方法によりこれらの者に与えること

６ 医療法人の組織及び運営について

医療法人の組織及び運営については、次によるものとすること。

(1) 寄附行為又は定款において、その理事、監事、評議員その他これらの者に準ずる

もの（以下(1)において「役員等」という ）のうち親族関係を有する者及びこれら。

と次に掲げる特殊の関係がある者（以下「親族等」という ）の数がそれぞれの役。

、 。員等の数のうちに占める割合は いずれも３分の１以下とする旨の定めがあること

① 当該親族関係を有する役員等とまだ婚姻の届出をしないが事実上婚姻関係と同

様の事情にある者

② 当該親族関係を有する役員等の使用人及び使用人以外の者で当該役員等から受

ける金銭その他の財産によって生計を維持しているもの

③ ①又は②に掲げる者の親族でこれらの者と生計を一にしているもの

④ 当該親族関係を有する役員等及び①から③までに掲げる者のほか、次に掲げる

法人の役員又は使用人である者

ア 当該親族関係を有する役員等が会社役員となっている他の法人

イ 当該親族関係を有する役員等及び①から③までに掲げる者並びにこれらの者

と特殊の関係にある同族会社

(2) 次に掲げる医療法人の種別に応じ、寄附行為又は定款においてそれぞれ次に掲げ

る事項が定められているものとすること。

① 財団である医療法人

ア 理事の定数は６人以上、監事の定数は２人以上であること。

イ 事業の管理運営に関する事項を審議するため評議員会の制度が設けられてお

り、評議員の定数は、理事の定数の二倍を超えていること。ただし、理事と評

議員との兼任禁止規定が定められている場合には、評議員の定数は、理事の定

数と同数以上であること。

ウ 理事、監事及び評議員の選任は、例えば、理事及び監事は評議員会の議決に

より、評議員は理事会の議決により選出されるなどその地位にあることが適当

であると認められる者が公正に選任されること。

、 、 。エ 理事会の議事の決定は 法令に別段の定めがある場合を除き 次によること

(ア) 重要事項の決定

次に掲げる事項の決定は、理事会における理事総数（理事現在数）の３

分の２以上の多数による議決を必要とするとともに、原則として評議員会

の同意を必要とすること。



・収支予算（事業計画を含む ）。

・収支決算（事業報告を含む ）。

・基本財産の処分

・借入金（その会計年度内の収入をもって償還する短期借入金を除く ）。

その他新たな義務の負担及び権利の放棄

・寄附行為の変更

・解散及び合併

・附帯業務及び収益業務に関する重要な事項

(イ) その他の事項の決定

上記(ア)に掲げる事項以外の事項の決定は、原則として、理事会におい

て理事総数（理事現在数）の過半数の議決を必要とすること。

オ 評議員会の議事の決定は、法令に別段の定めがある場合を除き、評議員会に

おける評議員総数（評議員現在数）の過半数の議決を必要とすること。

カ 右記エ及びオの議事の表決を行う場合は、あらかじめ通知された事項につい

て書面をもって意思を表示した者は、出席者とみなすことができるが、他の者

を代理人として表決を委任することはできないこと。

キ 役員等には、その地位にあることのみに基づき給与等を支給しないこと。

② 社団である医療法人

ア 理事の定数は６人以上、監事の定数は２人以上であること。

イ 理事及び監事の選任は、例えば、社員総会における社員の選挙により選出さ

れるなどその地位にあることが適当であると認められる者が公正に選任される

こと。

ウ 理事会における議事の決定は、オに該当する場合を除き、原則として、理事

会において理事総数（理事現在数）の過半数の議決を必要とすること。

エ 社員総会の議事の決定は、法令に別段の定めがある場合を除き、社員総数の

過半数が出席し、その出席者員の過半数の議決を必要とすること。

オ 次に掲げる事項（カにより評議員会などに委任されている事項を除く ）の。

決定は、社員総会の議決を必要とすること。この場合において、(オ)及び(カ)

以外の事項については、あらかじめ理事会における理事総数（理事現在数）の

３分の２以上の多数による議決を必要とすること。

(ア) 収支予算（事業計画を含む ）。

(イ) 収支決算（事業報告を含む ）。

(ウ) 基本財産の処分

(エ) 借入金（その会計年度の収入をもって償還する短期借入金を除く ）そ。

の他新たな業務の負担及び権利の放棄

(オ) 定款の変更

(カ) 解散及び合併

(キ) 附帯業務及び収益業務に関する重要な事項

カ 社員総会のほかに、事業の管理運営に関する事項を審議するための評議員会

などの制度が設けられていること。また、右記オの(オ)及び(カ)以外の事項の



決定がこれらの機関に委任されている場合におけるこれらの機関の構成員の定

数及び選任並びに議事の決定については、次によること。

(ア) 構成員の定数は、理事の定数の２倍を超えていること。ただし、理事と

評議員との兼任禁止規定が定められている場合には、評議員の定数は、理

事の定数と同数以上であること。

(イ) 構成員の選任については、上記イに準じて定められていること。

(ウ) 議事の決定については、原則として構成員総数の過半数の議決を必要と

すること。

キ 上記ウからカまでの議事の表決を行う場合には、あらかじめ通知された事項

について書面をもって意思を表示した者は、出席者と見なすことができるが、

他の者を代理人と表決を委任することはできないこと。

ク 役員等には、その地位にあることのみに基づき給与等を支給しないこと。

(3) 当該医療法人の運営が、法令及び寄附行為又は定款に基づき適正に行われている

こと。

(4) 当該医療法人の経理は、その法人が行う業務の種類及び規模に応じて、その内容

を適正に表示するに必要な帳簿書類を備えて、収入及び支出並びに資産及び負債の

明細が適正に記帳されていること。

第３ 収益業務の実施

１ 収益業務の範囲等

(1) 特別医療法人が行う収益業務については、次に掲げる要件を満たすものに限られ

るものであり、その規模、内容等についても、規則第３０条の３５第１項第３号の

要件を満たすものであるほか、法の規定により設立された法人の行う業務として社

会的に許容される範囲内のものであることに十分留意するものであること。

① 一定の計画の下に収益を得ることを目的として反復継続して行われる行為であ

って、社会通念上事業と認められる程度のものであること。

② 医療法人の社会的信用を傷つけるおそれがないものであること。

③ 経営が投機的に行われるものでないこと。

④ 当該業務を行うことにより、当該医療法人が開設する病院等の業務の円滑な遂

行を妨げるおそれがないものであること。

⑤ 当該医療法人以外の者に対する名義の貸与その他不当な方法で経営されるもの

でないこと。

(2) 告示第２条各号に掲げる収益業務の範囲は、日本標準産業分類（平成１４年３月

７日総務省告示第１３９号）を参照されたいこと。



(3) (2)に掲げる業務には、当該医療法人の開設する病院等の業務の一部として又は

これに附随して行われるものは含まれないものとし、特段の定款変更等は要しない

ものとすること。

この場合、附随して行われる業務とは、次に掲げる業務であること。

① 病院等の施設内で当該病院等に入院若しくは通院する患者及びその家族を対象

として行われる業務又は病院等の職員の福利厚生のために行われる業務であっ

て、医療提供又は療養の向上の一環として行われるものであること。

、 、 、したがって 病院等の建物内で行われる売店 敷地内で行われる駐車場業等は

病院等の業務に附随して行われるものとされ、敷地外に有する法人所有の遊休資

産を用いて行われる駐車場業は附随する業務に含まれないものとして取り扱うも

のとすること。

② 病院等の施設外で当該病院に通院する患者を対象として行われる業務であっ

て、当該病院等において提供される医療又は療養に連続して行われるものである

こと。

したがって、当該病院等への、又は、当該病院等からの患者搬送は、病院等の

業務に附随して行われるものとされ、当該病院等以外の病院から同じく当該病院

等以外の病院への患者搬送は収益業務とされること。

③ ①及び②において、当該法人が自らの事業として行わず、当該法人以外の者に

委託して行う場合にあっては、当該法人以外の者が行う事業内容が、①又は②の

前段に該当するものであるときは、当該法人以外の者への委託は附随する業務と

みなし、①又は②の前段に該当しないものであるときは、附随する業務に含まれ

ないものとして取り扱うものとすること。

２ 関係法令の遵守

収益業務の実施に当たっては、医療法の規定に基づく定款変更等のみではなく、そ

れぞれの行う業務に係る関係諸法令を遵守し、許可、届出等の手続きに遺漏がないよ

うに留意するものであること。

また、収益業務を定款等に記載する場合には、具体的に記載するものとすること。

３ 区分経理

特別医療法人が収益業務を行う場合にあっては、収益業務から生ずる所得に関する

経理と収益業務以外の業務から生ずる所得に関する経理とをそれぞれ区分して行わな

ければならないものとすること。

この場合の「所得に関する経理」とは、単に収益及び費用に関する経理だけではな

く、資産、負債及び資本に関する経理についても同様にその区分経理が行わなければ

ならないものとすること。

４ 定款等の変更等



(1) 特別医療法人が新たに収益業務を行う場合にあっては、医療法第４２条第２項の

規定に基づき、当該医療法人の定款又は寄附行為の変更が必要であること。

(2) 定款又は寄附行為の変更認可の申請は、規則第３２条第４項の規定により行う

ものとすること。

５ 収益業務の実施に当たっての留意事項

収益業務の実施に当たっては、収益業務に多額の投資を行うことによって法人の経

営状態が悪化したり、医療業務に必要な範囲を超えて収益業務の収入が確保されてい

るなど法人の収益業務の継続が法人本来の業務である病院、診療所又は老人保健施設

の経営に支障が生ずることのないよう、また、不公正取引を禁じる経済法規等に違反

しているおそれがあるなどの社会的批判が惹起されないよう留意するものであるこ

と。例えば、収益業務の開始後概ね２年間を経過した後に、収益業務を行う特別医療

法人の収益が、収益業務を行う前に比較し悪化した場合において、その収益悪化につ

いて、収益業務の開始以外の特段の理由が存在しない場合は、必要に応じ、法第６４

条第１項及び第２項、法第６４条の２並びに法第６６条の規定を適用することができ

るものであること。

第４ その他

１ 特別医療法人の定款例及び寄附行為例について

特別医療法人の定款例及び寄附行為例を別紙のとおり定めることとしたこと。

２ 税務当局への届出について

特別医療法人の設立又は特別医療法人とするための定款等の変更がなされたとき

は、当該特別医療法人は、設立の日又は定款等の変更がなされた日以後２月以内に、

都道府県知事（厚生労働大臣）の設立認可書又は定款変更等認可書に定款等の写し等

を添付し、これを納税地の所轄税務署長に提出するものとすること。

３ 特別医療法人に対する財産の提供について

特別医療法人の設立又は特別医療法人とするための定款等の変更に伴い、特別医療

法人に対して財産の贈与又は遺贈があった場合に、租税特別措置法（昭和３２年法律

第２６号）第４０条第１項後段の規定に基づく国税庁長官の承認を受けようとする者

は、当該贈与又は遺贈があった日から３か月以内に、納税地の所轄税務署を経由して

承認申請書等を提出する必要があること。



この場合において、特別医療法人の設立の場合にあっては、特別医療法人を設立す

るために設けられた設立準備委員会又は発起人会において、法人の設立登記の日をも

って贈与又は遺贈の効力が生ずるものとして財産の贈与又は遺贈を受け入れる旨の決

議が行われた当該財産の贈与又は遺贈について、特別医療法人とするための定款等の

変更の場合にあっては、当該法人の理事会等権限ある機関において、定款等の変更認

可がなされた日をもって贈与又は遺贈の効力が生ずるものとして財産の贈与又は遺贈

を受け入れる旨の決議が行われた当該財産の贈与又は遺贈について、国税庁長官の承

認を受けるものとすること。
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「特別医療法人に係る定款変更等の申請について」の一部改正について 

 

 

医療法（昭和２３年法律第２０５号）第４２条第２項に規定する特別医療法人に関

する取扱いについては、「「特別医療法人について」の一部改正について」（平成１８年

３月３１日医政発第０３３１００２号厚生労働省医政局長通知）をもって通知したと

ころであるが、今般、「特別医療法人に係る定款変更等の申請について」（平成１０年

７月６日指第３９号厚生省健康政策局指導課長通知）の一部を別添新旧対照表のとお

り改正することとしたので、御了知の上、関係方面への周知徹底及び指導方よろしく

お願いしたい。 
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○「特別医療法人に係る定款変更等の申請について」（平成１０年７月６日指第３９号） 

新 旧 

  

第１ 医療施設について（規則第３０条の３５第１項第２号関係） 

 

局長通知第２の２の(1)①アからケまでに掲げる病床は、それぞれ次

に掲げる要件に該当する病床をいうものであること。 

１～３ （略） 

 

４ 規則第３０条の３５第１項第２号ニ関係 

 

「精神病質、アルコールその他の薬物による中毒性精神疾患、老

人性精神疾患、小児精神疾患、頭部外傷による精神疾患又は合併症

を伴う精神疾患に関し、特殊の診療機能を有する病院又は診療所の

当該機能に係る病床」とは、当該疾患の診断及び治療に必要な体制

を有するとともに、その地域の一般の医療機関では満たし得ない特

殊の診療機能を有する病院又は診療所の当該機能に係る病床をいう

ものであること。 

この場合、「老人性精神疾患」とは老年期にみられる認知症、脳血

管性認知症、初老期における認知症等器質性精神障害の他、統合失

調症様状態、躁うつ状態等の機能性精神障害がこれに含まれ、かつ、

十分な医学的管理下で当該疾患患者に対しその診断及び治療を行う

ことができることとされていること。 

なお、昭和６３年７月５日健医発第７８５号厚生省保健医療局長

通知「老人性認知症疾患治療病棟及び老人性認知症疾患デイ・ケア

第１ 医療施設について（規則第３０条の３５第１項第２号関係） 

 

局長通知第２の２の(1)①から⑨までに掲げる病床は、それぞれ次に

掲げる要件に該当する病床をいうものであること。 

 １～３ （略） 

 

４ 規則第３０条の３５第１項第２号ニ関係 

 

「精神病質、アルコールその他の薬物による中毒性精神疾患、老

人性精神疾患、小児精神疾患、頭部外傷による精神疾患又は合併症

を伴う精神疾患に関し、特殊の診療機能を有する病院又は診療所の

当該機能に係る病床」とは、当該疾患の診断及び治療に必要な体制

を有するとともに、その地域の一般の医療機関では満たし得ない特

殊の診療機能を有する病院又は診療所の当該機能に係る病床をいう

ものであること。 

この場合、「老人性精神疾患」とは老年期にみられる認知症、脳血

管性認知症、初老期における認知症等品質性精神障害の他、精神分

裂病様状態、躁うつ状態等の機能性精神障害がこれに含まれ、かつ、

十分な医学的管理下で当該疾患患者に対しその診断及び治療を行う

ことができることとされていること。 

なお、昭和６３年７月５日健医発第７８５号厚生省保健医療局長

通知「老人性認知症疾患治療病棟及び老人性認知症疾患デイ・ケア

（別添） 



 
2 

施設の施設整備基準について」に基づく老人性認知症疾患治療病棟

の病床及び平成３年６月２６日健医発第８１９号同局長通知「老人

性認知症疾患療養病棟の施設整備基準について」に基づく老人性認

知症疾患療養病棟の病床については、本号に該当するものであるこ

と。 

また、「小児精神疾患」とは児童・思春期にみられる精神障害を総

称するものであり、知的障害、自閉症、登校拒否、薬物依存、神経

性食欲不振症等が、これに含まれることとされていること。 

 

５～９ （略） 

 

第２ 法人の業務について（規則第３０条の３５第１項第３号関係） 

 

１ その法人の診療報酬の額が「診療報酬の算定方法」（平成１８年厚

生労働省告示第９２号）の別表に掲げる療養について、同告示及び

健康保険法の施行に関する諸通達の定めるところにより算定した額

以下であることの定めがされており、かつ、報酬の徴収が現にその

定めに従ってされているものであること。 

 

 

 

 

施設の施設整備基準について」に基づく老人性認知症疾患治療病棟

の病床及び平成３年６月２６日健医発第８１９号同局長通知「老人

性認知症疾患療養病棟の施設整備基準について」に基づく老人性認

知症疾患療養病棟の病床については、本号に該当するものであるこ

と。 

また、「小児精神疾患」とは児童・思春期にみられる精神障害を総

称するものであり、精神薄弱、自閉症、登校拒否、薬物依存、神経

性食欲不振症等が、これに含まれることとされていること。 

 

 ５～９ （略） 

 

第２ 法人の業務について（規則第３０条の３５第１項第３号関係） 

 

１ その法人の診療報酬の額が「健康保険法の規定による療養に要す

る費用の額の算定方法」（平成６年３月厚生省告示第５４号）の別表

に掲げる療養について、同告示及び健康保険法の施行に関する諸通

達の定めるところにより算定した額以下であることの定めがされて

おり、かつ、報酬の徴収が現にその定めに従ってされているもので

あること。 

 

  

  
 



【参考；改正後通知本文】

指第３９号

平成１０年７月６日

最終改正 医政指発第０３３１００１号

平成１８年３月３１日

各 都道府県衛生主管部(局)長 殿

厚生省健康政策局指導課長

特別医療法人に係る定款変更等の申請について

標記については 平成１０年７月６日付け健政発第８０２号厚生省健康政策局長通知 特、 「

」 、 、別医療法人について により行われているところであるが この具体的取扱いについては

局長通知に定めるもののほか、左記のとおり取り扱われたい。

記

第１ 医療施設について（規則第３０条の３５第１項第２号関係）

局長通知第２の２の(1)①アからケまでに掲げる病床は、それぞれ次に掲げる要件に該

当する病床をいうものであること。

１ 規則第３０条の３５第１項第２号イ関係

「専らがんその他の悪性新生物、小児疾患若しくは周産期疾患又は循環器疾患に関

し、診断及び治療、調査研究並びに医療関係者の研修を行う病院又は診療所並びにこ

れに準ずる機能及び性格を有する病院又は診療所の病床」とは、次に掲げる事項のい

ずれにも該当するものであること。

(1) 当該疾患に関し、国又は都道府県等の作成する医療機関に関する整備計画等に基

づくものであって、専門的かつ特殊な診療機能を有する病院又は診療所の病床であ

ること。



(2) 当該疾患の診断及び治療、調査研究並びに他の機関に所属する医療関係者の研修

に必要な体制を有するとともに、当該診療に関してその地域の一般の医療機関では

満たし得ない特殊の機能を有する病院又は診療所の病床であること。

なお これに準ずる機能及び性格を有する病院又は診療所の病床 とは 上記(1)、「 」 、

及び(2)に示した病院又は診療所の機能と同等の機能を有する特定の部門の病床を

いうものであること。

２ 規則第３０条の３５第１項第２号ロ関係

「専らリハビリテーションに関し、診断及び治療、調査研究並びに医療関係者の研

修を行う病院又は診療所並びにこれに準ずる機能及び性格を有する病院又は診療所の

病床」とは、次に掲げる事項のいずれにも該当するものであること。

(1) リハビリテーションに関し、国又は都道府県等の作成する医療機関に関する整備

計画等に基づくものであって、専門的かつ特殊な診療機能を有する病院又は診療所

の病床であること。

(2) リハビリテーションの診断及び治療、調査研究並びに他の機関に所属する医療関

係者の研修に必要な体制を有するとともに、当該診療に関してその地域の一般の医

療機関では満たし得ない特殊の機能を有する病院又は診療所の病床であること。

なお これに準ずる機能及び性格を有する病院又は診療所の病床 とは 上記(1)、「 」 、

及び(2)に示した病院又は診療所の機能と同等の機能を有する特定の部門の病床を

いうものであること。

３ 規則第３０条の３５第１項第２号ハ関係

「救急医療体制において不可欠な診療機能を有する病院又は診療所の当該機能に係

る病床」とは、地域において救急患者の診療を担当する救急告示病院若しくは救急告

、 、示診療所 休日夜間急患センター若しくは在宅当番医制を担当する初期救急医療機関

病院群輪番制方式及び共同利用型病院方式による第二次救急医療施設又は救命救急セ

ンター等のいわゆる第三次救急医療施設に該当する医療機関で、実質的に当該地域の

救急医療体制において不可欠な機能を有するものに係る専ら救急診療用として確保さ

れる病床をいうものであること。

４ 規則第３０条の３５第１項第２号ニ関係

「精神病質、アルコールその他の薬物による中毒性精神疾患、老人性精神疾患、小

児精神疾患、頭部外傷による精神疾患又は合併症を伴う精神疾患に関し、特殊の診療

機能を有する病院又は診療所の当該機能に係る病床」とは、当該疾患の診断及び治療



に必要な体制を有するとともに、その地域の一般の医療機関では満たし得ない特殊の

診療機能を有する病院又は診療所の当該機能に係る病床をいうものであること。

この場合 「老人性精神疾患」とは老年期にみられる認知症、脳血管性認知症、初、

老期における認知症等器質性精神障害の他、統合失調症様状態、躁うつ状態等の機能

性精神障害がこれに含まれ、かつ、十分な医学的管理下で当該疾患患者に対しその診

断及び治療を行うことができることとされていること。

なお、昭和６３年７月５日健医発第７８５号厚生省保健医療局長通知「老人性認知

症疾患治療病棟及び老人性認知症疾患デイ・ケア施設の施設整備基準について」に基

づく老人性認知症疾患治療病棟の病床及び平成３年６月２６日健医発第８１９号同局

長通知「老人性認知症疾患療養病棟の施設整備基準について」に基づく老人性認知症

疾患療養病棟の病床については、本号に該当するものであること。

また 「小児精神疾患」とは児童・思春期にみられる精神障害を総称するものであ、

り、知的障害、自閉症、登校拒否、薬物依存、神経性食欲不振症等が、これに含まれ

ることとされていること。

５ 規則第３０条の３５第１項第２号ホ関係

「治療方法の確立していない疾病にり患している者を入院させ、当該疾病に関し、

診断及び治療並びに調査研究を行う病院又は診療所の当該機能に係る病床」とは、特

定疾患治療研究対象疾患等の診断及び治療並びに調査研究に必要な体制を有するとと

もに、その地域の一般の医療機関では満たし得ない特殊の診療機能を有する病院又は

診療所の当該機能に係る病床をいうものであること。

６ 規則第３０条の３５第１項第２号ヘ関係

「小児慢性疾患に関し、診断及び治療を行う病院又は診療所であって、療養中の児

童又は生徒に対して学校教育を行う施設が設置されているものの当該機能に係る病

床」とは、小児慢性特定疾患治療研究対象疾患等の診断及び治療に必要な体制を有す

るとともに、その地域の一般の医療機関では満たし得ない特殊の診療機能を有するも

のであって、養護学校等の施設が隣接している等学校教育を受けることのできる病院

又は診療所の当該機能に係る病床をいうものであること。

７ 規則第３０条の３５第１項第２号ト関係

「専ら末期のがんその他の悪性新生物の患者を入院させ、緩和ケアを行う病院又は

診療所の当該機能に係る病床」とは、末期のがんその他の悪性新生物の患者で、疼痛

などがん末期の諸症状に対する治療を必要とするものを入院させ、末期の医療を行う

に当たって必要な人員、病室等の体制を有する病院又は診療所の当該機能に係る病床

をいうものであること。



８ 規則第３０条の３５第１項第２号チ関係

「専ら結核後遺症に起因する慢性呼吸不全の患者を入院させ、診断及び治療を行う

病院又は診療所の当該機能に係る病床」とは、結核後遺症に起因する慢性呼吸不全の

診断及び治療に必要な体制を有するとともに、当該診療に関しその地域の一般の医療

機関では満たし得ない特殊の機能を有する病院又は診療所の当該機能に係る病床をい

うものであること。

９ 規則第３０条の３５第１項第２号リ関係

「病院又は診療所の建物の全部又は一部、設備、器械及び器具を当該病院又は診療

所に勤務しない医師又は歯科医師の診療、研究又は研修のために利用させる病院又は

診療所の当該機能に係る病床」とは、次に掲げる事項のいずれにも該当するものであ

ること。

(1) 病院又は診療所の開放化に関し、地域保健医療計画等都道府県の作成する医療機

関に関する整備計画に基づく病院又は診療所の当該機能に係る病床であること。

(2) 当該病院又は診療所の存在する圏域の医師又は歯科医師のすべてが利用できるこ

ととされていること。

第２ 法人の業務について（規則第３０条の３５第１項第３号関係）

１ その法人の診療報酬の額が「診療報酬の算定方法 （平成１８年厚生労働省告示第」

９２号）の別表に掲げる療養について、同告示及び健康保険法の施行に関する諸通達

の定めるところにより算定した額以下であることの定めがされており、かつ、報酬の

徴収が現にその定めに従ってされているものであること。

２ その他の診療報酬額について

自費患者に対し請求する金額は、次に掲げるもののほか、社会保険診療報酬と同一

の基準により計算されるものであること。

(1) 公害健康被害者に係る診療報酬及び予防接種により健康被害者に係る診療報酬に

あっては、法令等に基づいて規定される額

(2) 自動車事故被害者に係る診療報酬にあっては、地域における標準的な料金であっ

て、当該診療の特性に鑑み、適正、妥当と認められる額

(3) 分娩料等健康保険法の規定に類似のものが定められていないものにあっては、地

域における標準的な料金を超えない額



３ 健康増進法（平成１４年法律第１０３号）第６条各号に掲げる健康増進事業実施者

が行う同法第４条に規定する健康増進事業（健康診査に係るものに限る ）に係る収。

入金額は、次に掲げる健康診査等に係る収入金額の合計額とする。

(1) 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第１５０条第１項の規定により保険者が

行う健康診査

(2) 船員保険法（昭和１４年法律第７３号）第５７条の２第１項の規定により政府が

行う健康診査

(3) 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第８２条の規定により保険者が行

う健康診査

(4) 国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号）第９８条の規定により国家

公務員共済組合又は国家公務員共済組合連合会が行う健康診査

(5) 地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）第１１２条の規定により

地方公務員共済組合又は全国市町村職員共済組合連合会が行う健康診査

(6) 私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号）第２６条の規定により日本

私立学校振興・共済事業団が行う健康診査

(7) 学校保健法（昭和３３年法律第５６号）第２条の規定により学校において実施さ

れる健康診断又は同法第４条の規定により市町村の教育委員会が行う健康診断

(8) 母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）第１２条又は第１３条の規定により市

町村が行う健康診査

(9) 労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）第６６条の規定により事業者が行う

健康診断若しくは労働者が受ける健康診断又は同法第６６条の２の規定により労働

者が自ら受ける健康診断

(10) 老人保健法（昭和５７年法律第８０号）第２０条の規定により市町村が行う健

康診査又は同法第２１条の規定により都道府県が市町村に代わって行う健康診査

第３ 特別利益の供与について（規則第３０条の３５第１項第５号関係）

１ 医師等に対する給与について



医師等に対する給与については、役職員一人につき年間の給与総額（俸給、給料、

賃金、歳費及び賞与並びにこれらの性質を有する給与の総額をいう ）が３，６００。

万円を超えることはできない。

第４ 医療法人の組織及び運営について（局長通知第２の６関係）

１ 役員等の構成関係

(1) 評議員は、寄附行為又は定款において、役員とする必要はないこと。

(2) 役員の選任については、寄附行為者又はその者と特別な関係にある者と直接関係

にあるような者（例えば寄附行為者の親族等で一定の姓を名乗る者又は寄附行為者

等が指定する者等）を役員に充てるものである旨が寄附行為又は定款に規定されて

、 、 、 、いないことを要するものであるが その法人の経営する病院の院長 医師 看護師

事務長等特定の職にある不特定の者が役員となることを否定するものではないこ

と。

２ 役員会及び評議員会の運営関係

役員会及び評議員会の運営については、あらかじめ通知のあった事項について、書

面による出席又は議決は、局長通知第２の６の(1)又は(2)に定める出席又は議決と認

めて差し支えないこと。ただし、役員については、議決権を他の者に委任して行使さ

せる事実があるときは、その運営組織が適当であると認められないこととなるので留

意すること。

第５ 定款変更等の具体的手順について

特別医療法人に係る法第４４条又は第５０条の規定による医療法人の設立認可又は

寄附行為若しくは定款の変更認可の申請に当たっては、持分請求権の放棄についての

出資社員全員及び役員の同意を経、規則及び局長通知に定める承認要件の充足を行っ

た上で申請を行い都道府県主管部局の審査を受けるとともに、申請に先立ち、適宜、

都道府県主管部局（局長通知第４の３に該当する場合にあっては都道府県主管部局及

び税務当局）との事前協議を行うよう、申請者に対して指導するものとすること。

第６ その他

特別医療法人に係る申請書等を別紙１から別紙５までのとおり、収益業務に係る法

第５１条第１項の届出の書式を別紙６のとおり定めることとするほか、規則第３１条

又は第３２条に定める申請書及び書類については、従前の例のとおり取り扱って差し

支えないものとすること。
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